
遠 賀 町

第３期遠賀町自立推進計画行動計画

平成27年度～令和元年度［５年間］

【令和元年度進捗状況】
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１．はじめに

２．計画期間

３．具体的取組

４．進捗管理及び公表

また、実施事項や具体的取組は必要に応じて追加するものとします。

　住民代表を含む行政改革推進委員会を設置し、毎年、進捗状況の点検協議を行い、

実績等を加えた進捗状況をホームページや広報等で公表します。

第３期遠賀町自立推進計画行動計画について

本町における行政改革については、第１期遠賀町自立推進計画（計画期間：平成17年

度～平成21年度）及び第２期遠賀町自立推進計画（計画期間：平成22年度～平成26年

度）により、行財政の健全化を目指した取り組みを効果的かつ計画的に推進してきまし

た。その結果、各計画における財政効果として第1期では453,069千円、第２期では

501,260千円の効果額を上げることができました。

しかしながら、本町を取り巻く行財政環境は、少子高齢化社会の進展に伴う生産年齢人

口の減少や長引く景気低迷等により、以前のような右肩上がりの歳入の増加が期待でき

ない一方、高齢化に伴う社会保障関係費等の増加等により大変厳しい行政運営を強いら

れているとともに、防災・減災の取り組みや地方創生といった新たな行政課題への対応が

求められています。

そのような状況において、第３期遠賀町自立推進計画では、財政的効果に重点をおくの

ではなく、限られた行政資源を効率的・効果的に配分しながら健全な行財政運営を行うと

ともに、人・もの等の資源や財源確保に努め、新しい行政需要や住民サービス向上に資

する取り組みを推進し、行動計画とします。

　平成27年度から令和元年度までの5年間とします。

　計画に掲げる推進項目に沿って実施する具体的取組を３ページ以降のとおりとします。
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効率的な行財政運営 行政基盤の強化 行政サービスの向上

さらなる財政力の向上 質の高い行政組織づくり 町を活性化する取り組み

事務事業の見直し 機構改革の推進 町の魅力発信

最適な公共施設管理 効果的な職員育成 定住促進の取り組み

健全な財政運営 民間活力の活用 住民と協働のまちづくり

15 若い世代の移住定住促進４ 公共施設マネジメントの推進

5 事務事業評価の有効活用

11 有効な外部委託の推進
16 住民が参加しやすいパブ
     リックコメント制度の構築

6 補助事業の見直し

12 指定管理者制度における
     モニタリング・評価の確立

17 地域ｺﾐｭﾆﾃｨを核とした
　　安心安全なまちづくり7 地方公会計制度や

　　企業会計の整備促進

第３期遠賀町自立推進計画の体系図

推進項目

目　　的

より良い住民サービスを提供できる自立したまちづくり体制の構築

基本方針

施策大綱

重点目標

1 自主財源の確保
８ 組織機構の見直し 13 積極的な情報発信

2 補助金の有効活用

10 人事評価制度の推進

14 イベント等を活用した
     交流人口の増加

3 歳出経費の効率化

９ 人材育成方針の見直し
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1-1

1-2

元年度

実施

今年度、町有地への企業
誘致の実績はなし。民有
地における企業誘致条例
による奨励措置の適用を
１件行った。
また、企業誘致の可能性
がある民有地の情報につ
いて、金融機関と意見交
換を行った。

企業誘致条例適用件数：
１件
（令和元年度操業で適用
し、固定資産税の減免）

①前年度に工場の増設
を行った企業の奨励措置
の適用を１件行った。
②上別府地内の町有地
について工場設置のため
の立地協定を１社と締
結。また民有地について
も１社と立地協定を締結
した。

数値実績
または効果

取組内容

具体的取組

期待する効果等

上別府地内の町有地に
ついて工場設置のため立
地協定を締結した。

立地協定締結件数：1件

取組内容

①企業誘致条例適用件
数：2件
（26年度操業で適用し、
固定資産税の減免、雇用
奨励措置6人×20万円は
27年度実績）
②立地協定締結件数：1件

①企業誘致条例適用件
数：1件
②立地協定締結件数：2
件

企業誘致条例適用件数：
4件
（30年度操業で適用し、
固定資産税の減免）

年度

計画内容

年度

計画内容

担当課 まちづくり課

実施 実施 実施

金融機関や県等の関係機関と連携しながら、優良企業が立地しやすい環境を整え、立地を促進することで
雇用や税収の確保を図る。

企業誘致誘発台帳等を
活用し、未利用地の購入
希望者等に説明を行い、
売却促進を図った。。
貸付可能な土地について
は、貸付等により有効活
用を図った。
用途廃止後の払下げ処
分を行った。

実施

歳入の確保、雇用の場の確保

30年度

取組内容

企業誘致の推進

数値実績
または効果

27年度 28年度 29年度

用途廃止後の普通財産
の払い下げ処分を行っ
た。

企業誘致誘発台帳の作
成及び売却対象土地に
看板設置等により未利用
地の早期売却促進を図っ
た。
貸付可能な土地について
は、貸付を行い有効活用
を図った。
引き続き、用途廃止後の
払い下げ処分を行った。

件数：7件
面積：3,508㎡
金額：45,710千円

件数：5件
面積：10,727㎡
金額：88,644千円

自主財源の確保

具体的取組

取組内容

推進項目 １

①26年度末に企業誘致
条例を制定後、HP等で町
外事業所へ周知するとと
もに、対象となる可能性
がある事業所へ個別周
知を行った。
②食育・交流防災セン
ター隣接地に食品工場の
立地協定を締結した。

期待する効果等

平成27～29年度に立地
協定を締結した４社の企
業の新工場が完成した。
それに伴い、４社の奨励
措置の手続きを行った。
また、より企業が立地し
やすい環境を整えるた
め、企業誘致条例施行規
則の改正（対象業種の拡
大）を行った。

歳入の確保

未利用町有地の売却や有効活用 行政経営課担当課

件数：7件
面積：8,392㎡
金額：159,555千円

利用予定がなくなった町
有地１件について、隣接
土地所有者等に交渉し、
売却した。
売却件数:２件
面積:394.67㎡
金額:3,399千円

売却実績なし

貸付金額
8,578千円

財産の有効活用の観点から、未利用地財産を早期に売却するとともに、売却ができない場合は貸付を行う
ことにより、自主財源の確保を図る。

30年度

実施

企業誘致誘発台帳等を
活用し、未利用地の購入
希望者等に説明を行い、
売却促進を図った。
貸付可能な土地について
は、貸付等により有効活
用を図った。

27年度 28年度 29年度

実施 実施 実施

企業誘致誘発台帳や売
地看板を活用し、未利用
町有地の売却を行った。
貸付可能な土地について
は、貸付を行い有効活用
を図った。

元年度

実施
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自主財源の確保推進項目 １

1-3

1-4

広報や町ホームページを
利用して有料広告を募集
し、広報おんが及び町共
用封筒（4種類）に有料広
告を掲載した。

広報や町ホームページを
利用して有料広告を募集
し、広報おんが及び町共
用封筒（4種類）に有料広
告を掲載した。

広報や町ホームページを
利用して有料広告を募集
し、広報おんが及び町共
用封筒（4種類）に有料広
告を掲載した。

広報や町ホームページを
利用して有料広告を募集
し、広報おんが及び町共
用封筒（4種類）に有料広
告を掲載した。

広報や町ホームページを
利用して有料広告を募集
し、広報おんが及び町共
用封筒（4種類）に有料広
告を掲載した。

（広告収入額）
広報：445千円
封筒：50千円

（広告収入額）
広報：883千円
封筒：50千円

（広告収入額）
広報：1,081千円
封筒：50千円

（広告収入額）
広報：318千円
封筒：50千円

（広告収入額）
広報：672千円
封筒：50千円

30年度

年度

計画内容

年度

計画内容

取組内容

期待する効果等

取組内容

取組内容

数値実績
または効果

数値実績
または効果

豊かなふるさと遠賀寄附金の充実

29年度 30年度

実施

町の保有する資産等に広告を掲載する「有料広告」をより一層推進するとともに、新たな広告媒体等の導
入等の検討をすすめるなど、創意工夫をしながら、更なる財源確保を推進する。

自主財源の確保

豊かなふるさとおんが寄附金の拡大を図り、地域活性化及び歳入増加につなげる。寄附件数の更なる増
加のため、従来の町ブランド化商品の他に地域特産品を新たに追加し、遠賀町ならではの返礼品の充実
を図る。

27年度 28年度

返礼品を33品目までさら
に拡充。また、寄附額に
応じたポイントにより返礼
品を選択できる制度を導
入し、より寄附のしやす
い、寄附のしたくなる体制
を構築した。
11月より（株）サイネック
スを一括代行業者に選
択。事務処理の効率化・
広報の充実を図った。

26年度より実施している
返礼品制度について、商
工会を通じて募集や、事
業者へ直接依頼するなど
して、5品目から9品目へ
と選択肢を増やし充実を
図った。

寄附額：4,326千円
件数：224件

実施 実施

具体的取組

町内事業者への働きか
けのほか、商工会会員に
対して返礼品募集のチラ
シを配布し、3事業者から
5品の登録につなげること
ができた。（R元年度に1
品、R2年度に4品登録）

行政経営課
住民課

具体的取組 公共物（封筒、広報等）への有料広告の推進 担当課

期待する効果等 自主財源の確保、地域経済の活性化、町の知名度向上

寄附額：1,453千円
件数：25件

行政経営課

取組内容

担当課

実施

実施

29年度

返礼品の見直しを行っ
た。8月より㈱トラストバン
クが運営するふるさとチョ
イスで申込みが出来るよ
うにした。

10月1日よりさとふるで申
し込みができるようにし、
ふるさとチョイスにおいて
もマルチペイメントを導入
するなど、決済手段を増
やしたことで、寄附しやす
い体制を構築した。
さらに、町内事業所には
たらきかけ、返礼品を40
品目まで拡充した。

寄附額：2,104千円
件数：33件

寄附額：1,715千円
件数：48件

寄附額：2,914千円
件数：123件

27年度 28年度

実施 実施 実施

元年度

実施

元年度

実施
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自主財源の確保推進項目 １

1-5

1-6

計画内容

自主財源の確保

住民課

自主財源の確保

都市計画課

町の保有する資産等に広告を掲載する「有料広告」をより一層推進するとともに、新たな広告媒体等の導
入等の検討をすすめるなど、創意工夫をしながら、更なる財源確保を推進する。

町ＨＰ及びバス車内で有
料広告の募集案内を行う
とともに、ゆめタウン遠賀
店と継続して連携協力を
行った。

29年度

29年度

（広告収入額）
車内：21千円
車外：90千円

担当課

27年度

引き続き、町ＨＰ及びバス
車内で有料広告の募集
案内を行うとともに、ゆめ
タウン遠賀店と連携協力
を行った。

実施

数値実績
または効果

期待する効果等

具体的取組

取組内容

年度

具体的取組

期待する効果等

取組内容

計画内容

取組内容

取組内容

年度

数値実績
または効果

実施 実施 実施

30年度

（広告収入額）
100千円

（広告収入額）
206千円

町の保有する資産等に広告を掲載する「有料広告」をより一層推進するとともに、新たな広告媒体等の導
入等の検討をすすめるなど、創意工夫をしながら、更なる財源確保を推進する。

公共物（町ホームページバナー広告）への有料広告
の推進

（広告収入額）
312千円

実施 実施 実施 実施

（広告収入額）
132千円

遠賀町ホームページの
トップページにバナー広
告の掲載募集情報を常
時公開することで自主財
源の確保を図り、掲載期
間6カ月×2件・12カ月×2
件の申し込みがあった。

遠賀町ホームページの
トップページにバナー広
告の掲載募集情報を常
時公開することで自主財
源の確保を図り、掲載期
間1カ月×2件・6カ月×2
件・12カ月×1件の申し込
みがあった。

遠賀町ホームページの
トップページにバナー広
告の掲載募集情報を常
時公開することで自主財
源の確保を図り、掲載期
間1カ月×1件・2カ月×2
件･3カ月×2件･5カ月×1
件･6カ月×2件･12カ月×
2件の申し込みがあった。

30年度

遠賀町ホームページの
トップページにバナー広
告の掲載募集情報を常
時公開することで自主財
源の確保を図り、掲載期
間6カ月×2件の申し込み
があった。

（広告収入額）
48千円

28年度

公共物（コミバス）への有料広告の推進 担当課

（広告収入額）
車内：29千円
車外：90千円

今年度も継続して、町ＨＰ
及びバス車内で有料広
告の募集案内を行うとと
もに、ゆめタウン遠賀店と
連携協力を行った。

元年度

実施

遠賀町ホームページの
トップページにバナー広
告の掲載募集情報を常
時公開することで自主財
源の確保を図り、掲載期
間6カ月×1件･9カ月×1
件･12カ月×6件の申し込
みがあった。

元年度

実施

（広告収入額）
車内：37千円
車外：180千円

（広告収入額）
車内：23千円
車体：90千円

（広告収入額）
車内：28千円
車体：180千円

引き続き、町ＨＰ及びバス
車内で有料広告の募集
案内を行うとともに、ゆめ
タウン遠賀店と連携協力
を行った。

28年度

引き続き、町ＨＰ及びバス
車内で有料広告の募集
案内を行うとともに、ゆめ
タウン遠賀店と連携協力
を行った。

27年度
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2-1

2-2

元年度

実施

元年度

実施

補助金の活用なし。
イベントの内容等につい
ては、実行委員会の意見
を反映し、随時見直しを
図っている。

取組内容
大規模イベントについて国・県等の補助金を活用し財源確保に努める。
また、イベントのあり方や住民、各種団体と行政の役割について検証を行い、内容等の見直しを図る。

取組内容

具体的取組

計画内容

数値実績
または効果

補助金の活用はなし。
文化祭の内容等につい
ては、実行委員会で協議
され随時見直しが図られ
ている。

補助金等：なし
来場者数：約1,600人

推進項目 ２ 補助金の有効活用

具体的取組
イベントへの国・県等補助金の活用と内容の見直し
（おんがこどもまつり）

担当課 生涯学習課

取組内容
大規模イベントについて国・県等の補助金を活用し財源確保に努める。
また、イベントのあり方や住民、各種団体と行政の役割について検証を行い、内容等の見直しを図る。

補助金等：1,550千円
来場者数：約5,000人

補助金等：なし
来場者数：約5,000人

補助金等：なし
来場者数：約5,000人

補助金等：なし
来場者数：約5,500人

期待する効果等 歳入の確保

27年度 28年度 29年度 30年度

地域活性化・地域住民生
活等緊急支援交付金を
活用して実施。
イベントの内容等につい
ては、実行委員会の意見
を反映し随時見直しを
図っている。

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
イベントの内容等につい
ては、実行委員会の意見
を反映し随時見直しを
図っている。

数値実績
または効果

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
イベントの内容等につい
ては、実行委員会の意見
を反映し随時見直しを
図っている。

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
イベントの内容等につい
ては、実行委員会の意見
を反映し、随時見直しを
図っている。

実施

年度

計画内容

取組内容

補助金の活用はなし。
文化祭の内容等につい
ては、実行委員会で協議
され随時見直しが図られ
ている。

補助金の活用はなし。
文化祭の内容等につい
ては、実行委員会で協議
され随時見直しが図られ
ている。

イベントへの国・県等補助金の活用と内容の見直し
（遠賀町文化祭）

期待する効果等 歳入の確保

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

補助金等：なし
来場者数：1,791人

補助金等：なし
来場者数：1,872人

年度

補助金等：なし
来場者数：2,946人

補助金の活用はなし。
文化祭の内容等につい
ては、実行委員会で協議
され随時見直しが図られ
ている。

補助金の活用はなし。
文化祭の内容等につい
ては、実行委員会で協議
され随時見直しが図られ
ている。

実施

補助金等：なし
来場者数：約5,000人

実施 実施

補助金等：なし
来場者数：1,705人

担当課 生涯学習課
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-3

2-4

元年度

実施

元年度

実施

補助金の活用なし。

取組内容

大規模イベントについて国・県等の補助金を活用し財源確保に努める。
また、イベントのあり方や住民、各種団体と行政の役割について検証を行い、内容等の見直しを図る。

歳入の確保

まちづくり課

補助金の活用はなし。
レガッタ競技の振興を図
るため、区長会・公民館
長会で呼びかけを行い、
参加クルー数の増に努め
た。

補助金等：1,000千円
参加者数：61クルー

補助金等：なし
参加者数：56クルー

補助金等：なし
参加者数：64クルー

補助金等：なし
参加数：67クルー

具体的取組

数値実績
または効果

担当課 生涯学習課

大規模イベントについて国・県等の補助金を活用し財源確保に努める。
また、イベントのあり方や住民、各種団体と行政の役割について検証を行い、内容等の見直しを図る。

実施 実施

期待する効果等

年度

計画内容

取組内容

期待する効果等

年度

計画内容

取組内容

イベントへの国・県等補助金の活用と内容の見直し
（おんがレガッタ）

補助金等：なし
来場者：約14,000人

移住・定住・交流推進支
援事業助成金を活用。
イベントの内容等につい
ては、前年度実績等を踏
まえ随時見直しを図って
いる。

補助金の活用なし 補助金の活用なし 補助金の活用なし。

実施 実施

実施

補助金等：なし
来場者数：約12,000人

具体的取組

取組内容

公共スポーツ施設等活性
化助成事業助成金を活
用。
イベントの内容等につい
ては、前年度実績等を踏
まえ随時見直しを図って
いる。

実施 実施

27年度 28年度 29年度 30年度

歳入の確保

数値実績
または効果

実施

補助金等：なし
来場者：約14,500人

28年度 29年度 30年度

補助金等：なし
参加数：69クルー

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
町内の各地区の参加を
募るため、区長会、公民
館長会に呼びかけを行っ
た。

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
町内の各地区の参加促
進を図るため、区長会、
公民館長会で呼びかけを
行った。

国・県等の補助金による
財源確保ができなかっ
た。
レガッタ競技の振興を図
るため、区長会・公民館
長会で呼びかけを行い、
参加クルー数の増に努め
た。

イベントへの国・県等補助金の活用と内容の見直し
（遠賀町夏まつり）

担当課

27年度

補助金等：1,500千円
来場者数：約12,500人

補助金等：なし
来場者数：約12,500人
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-5

2-6

取組内容 ①

元年度

地域生活支援事業の理
解・啓発事業として補助
金申請（イベント経費の
内、半額を補助金対象経
費）

＜総務課＞
「がんばる地域まちづくり
事業」の民間都市開発推
進機構出資金の活用に
切り替え実施。

国・県等の補助金等を検討し、町事業への有効活用を図る。また、新たな補助金等による事業を創設する
場合は、既存の類似事業等の見直しや廃止について検討する。

地域生活支援事業の理
解・啓発事業として補助
金申請（イベント経費の
内、半額を補助金対象経
費）

補助金等：326千円（相当
額）
来場者数：約1,700人

補助金等：421千円（相当
額）
来場者数：約1,500人

数値実績
または効果

数値実績
または効果

取組内容

具体的取組

期待する効果等

期待する効果等

計画内容

取組内容

具体的取組

29年度

実施

補助金等：632千円
防災倉庫建設数：一棟
（旧停地区）

補助金等：4,859千円
防災倉庫  5団体（若松
区、新町区、田園北区、
東和苑区、尾崎区）

＜総務課＞
補助金等：3,794千円
防災倉庫  3団体（松の本
区、広渡区、木守区）

＜総務課＞
補助金等：1,978千円
防災倉庫  2団体（田園南
区、虫生津区）

＜総務課＞
実績なし

歳入の確保

27年度 28年度 29年度

実施 実施 実施

＜総務課＞
「がんばる地域まちづくり
事業」の民間都市開発推
進機構出資金の活用に
切り替え実施。

30年度27年度

実施

実施

＜総務課＞
「がんばる地域まちづくり
事業」の民間都市開発推
進機構出資金を活用して
実施。

実施

年度

計画内容

年度

取組内容

28年度

イベントへの国・県等補助金の活用と内容の見直し
（遠賀町健康・福祉まつり）

担当課 福祉課

大規模イベントについて国・県等の補助金を活用し財源確保に努める。
また、イベントのあり方や住民、各種団体と行政の役割について検証を行い、内容等の見直しを図る。

国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保） 担当課 全課

歳入の確保

地域生活支援事業の理
解・啓発事業として補助
金申請（イベント経費の
内、半額を補助金対象経
費）

地域生活支援事業の理
解・啓発事業として補助
金申請（イベント経費の
内、半額を補助金対象経
費）

地域生活支援事業の理
解・啓発事業として補助
金申請（イベント経費の
内、半額を補助金対象経
費）

補助金等：314千円（相当
額）
来場者数：約1,500人

補助金等：281千円（相当
額）
来場者数：約1,700人

補助金等：302千円（相当
額）
来場者数：約1,600人

－

＜総務課＞
自主防災組織に対する
防災倉庫設置補助金の
創設を予定していたが、
財源有効活用の観点か
ら「がんばる地域まちづく
り事業」の民間都市開発
推進機構出資金の活用
に切り替え実施。

実施 実施

元年度

実施

30年度
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6

取組内容 ②

具体的取組
国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課

＜まちづくり課＞
地方創生先行型交付金
を各事業に充当
①水稲等優良品種種子
補助
②農産物ブランド化推進
協議会補助
③遠賀町営農支援対策
補助

＜まちづくり課＞
①地方創生加速化交付
金を活用し、遠賀町起業
支援施設を設置した。ま
た、関連業務として、企業
誘致誘発台帳の整備や
産業振興計画等の計画
策定を行った。
②防犯灯の全灯LED化
(約2,500灯)に向けて調査
研究をしており、環境省
の「LED照明導入促進事
業」を活用できないか検
討したが、補助率が低く、
リース方式で制約等が多
いため、他の有用な補助
金が無いか探している。
③地方創生推進交付金
を各事業に充当
A水稲等優良品種種子補
助
B農産物ブランド化推進
協議会補助
C遠賀町営農支援対策補
助

＜まちづくり課＞
地方創生推進交付金を
活用し、下記の事業を実
施した。
①起業支援事業
②水稲等優良品種種子
補助
③農産物ブランド化推進
協議会補助
④遠賀町営農支援対策
補助
⑤環境保全型減減米栽
培補助

＜まちづくり課＞
地方創生推進交付金を
活用し、下記の事業を実
施した。
①起業支援事業
②水稲等優良品種種子
補助
③農産物ブランド化推進
協議会補助
④遠賀町営農支援対策
補助
⑤環境保全型減減米栽
培補助

数値実績
または効果

年度

全課

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

①10,233千円

＜まちづくり課＞
地方創生推進交付金を
活用し、下記の事業を実
施した。
①起業支援事業

農業分は平成30年度で
終了。

①補助金等：3,103千円
②補助金等：7,255千円
③補助金等：2,500千円

①補助金等：61,748千円
②検討中につき特になし
③A：2,990千円
　 B：7,425千円
 　C：2,963千円

①：24,813千円
②：6,206千円
③：1,803千円
④：3,200千円
⑤：1,469千円

①24,087千円
②：6,086千円
③：1,014千円
④：2,499千円
⑤：1,502千円
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6具体的取組

年度 27年度 28年度 29年度 30年度

＜行政経営課＞
一般財源の支出を縮減
するため、各種助成事業
等に補助申請し、新たな
財源を確保した。
①地方創生加速化交付
金
・日本一企業をｲﾝｷｭﾍﾞｰﾄ
する金融機関跡地活用
事業
・ｱｸﾞﾘJAPAN遠賀菜の花
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
上記２事業に充当
②地方創生推進交付金
・連携中枢都市圏「北九
州都市圏域」による『きり
ん』の輝き推進事業
・農業を軸とした地域ﾌﾞﾗ
ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
・移住定住AIDMAﾌﾟﾗﾝ事
業
・ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ形成を見据
えた「遠賀地所」推進事
業
上記４事業に充当
③地方創生拠点整備交
付金
・ｱｸﾞﾘJAPAN遠賀菜の花
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
・法人誘致による地域福
祉の向上と雇用の創出
計画
上記２事業に交付決定だ
が、29年度に繰越
④持続可能なまちづくり
戦略構築支援事業補助
金：立地適正化計画策定
に充当
⑤防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
遠賀川駅周辺まちづくり
構想策定業務に充当
⑥結婚新生活支援事業
補助金：結婚新生活支援
事業に充当
⑦個性ある地域づくり推
進事業費補助金：ふるさ
との原風景創出事業に充
当

③

＜行政経営課＞
一般財源の支出を縮減
するため、各種助成事業
等に補助申請し、財源を
確保した。
①地方創生推進交付金
・連携中枢都市圏「北九
州都市圏域」による『きり
ん』の輝き推進事業
・農業を軸とした地域ﾌﾞﾗ
ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
・ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ形成を見据
えた「遠賀地所」推進事
業
・ｷﾗｷﾗﾜｰｷﾝｸﾞﾏﾏとｱｸﾃｨ
ﾌﾞｼﾆｱが活躍する起業家
育成事業
上記４事業に充当
②地方創生拠点整備交
付金
・ｱｸﾞﾘJAPAN遠賀菜の花
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
・法人誘致による地域福
祉の向上と雇用の創出
計画
上記２事業は28年度から
の繰越
③持続可能なまちづくり
戦略構築支援事業補助
金：立地適正化計画策定
に充当
④防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
遠賀川駅周辺まちづくり
構想策定業務に充当
⑤結婚新生活支援事業
補助金：結婚新生活支援
事業に充当
⑥個性ある地域づくり推
進事業費補助金：ふるさ
との原風景創出事業に充
当

＜行政経営課＞
一般財源の支出を縮減
するため、各種助成事業
等に補助申請し、財源を
確保した。
①地方創生推進交付金
・連携中枢都市圏「北九
州都市圏域」による『きり
ん』の輝き推進事業
・農業を軸とした地域ﾌﾞﾗ
ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
・ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ形成を見据
えた「遠賀地所」推進事
業
・ｷﾗｷﾗﾜｰｷﾝｸﾞﾏﾏとｱｸﾃｨ
ﾌﾞｼﾆｱが活躍する起業家
育成事業
上記４事業に充当
②結婚新生活支援事業
補助金：結婚新生活支援
事業に充当
③個性ある地域づくり推
進事業費補助金：ふるさ
との原風景創出事業に充
当

＜行政経営課＞
一般財源の支出を縮減
するため、各種助成事業
等に補助申請し、財源を
確保した。
①地方創生推進交付金
・連携中枢都市圏「北九
州都市圏域」による『きり
ん』の輝き推進事業
・ｷﾗｷﾗﾜｰｷﾝｸﾞﾏﾏとｱｸﾃｨ
ﾌﾞｼﾆｱが活躍する起業家
育成事業
上記２事業に充当
②結婚新生活支援事業
補助金：結婚新生活支援
事業に充当
③防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金：
遠賀川駅周辺まちづくり
構想策定業務に充当
④社会資本整備総合交
付金：交流センター管理
運営検討業務に充当

数値実績
または効果

取組内容

①補助金等：23,843千円
②補助金等：36,436千円
③補助金等：1,000千円
④補助金等：4,665千円
⑤補助金等：180千円
⑥補助金等：477千円

①補助金等：5,216千円
②補助金等：718千円
③補助金等：3,304千円
④補助金等：2,425千円

＜行政経営課＞
一般財源の支出を縮減
するため、各種助成事業
等に補助申請し、新たな
財源を確保した。
①地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金
（地域消費喚起・生活支
援型）：プレミアム商品券
発行、子育て世帯夢れん
げ交付事業に充当
②同交付金（地方創生先
行型）：こどもまつり、保
育所施設整備、障害児保
育、子育て応援事業、得
トクまつり、家庭用太陽光
発電施設設置補助事業
等に充当
③同交付金（タイプⅡ)：
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ応援事業に
充当
④地域GND事業補助金：
中学校2校の太陽光ｼｽﾃ
ﾑ設置事業に充当
⑤二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金（防
災拠点等への再生可能
エネルギー等導入推進
事業）：広渡小学校太陽
光ｼｽﾃﾑ設置事業に充当
⑥公共スポーツ施設等活
性化助成事業助成金：お
んがレガッタに充当
⑦移住・定住・交流推進
支援事業助成金：夏まつ
りに充当
⑧持続可能なまちづくり
戦略構築支援事業補助
金：立地適正化計画策定
に充当
⑨森林整備加速化・林業
再生事業補助金の木造
公共施設等整備事業補
助金を活用し、遠賀霊園
休憩所整備を実施

元年度

①補助金等：74,748千円
②補助金等：14,905千円
③補助金等：0千円
④補助金等：2,000千円
⑤補助金等：7,290千円
⑥補助金等：135千円
⑦補助金等：441千円

全課

①補助金等：29,119千円
②補助金等：27,164千円
③補助金等：10,000千円
④補助金等：46,993千円
⑤補助金等：21,840千円
⑥補助金等：1,000千円
⑦補助金等：1,500千円
⑧補助金等：1,000千円
⑨補助金等：6,955千円

①補助金等：22,306千円
②補助金等：669千円
③補助金等：374円

国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課

12



推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6

取組内容 ④

取組内容 ⑤

取組内容 ⑥

数値実績
または効果

数値実績
または効果

－ －

＜健康こども課＞
①補助金等：20,802千円
②補助金等：21,427千円

＜健康こども課＞
補助金等：1,096千円
　（①＋②）

①補助金等：621千円
②交付金：4,513千円 －

＜健康こども課＞
補助金等：540千円

27年度 28年度 29年度 30年度

国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課

数値実績
または効果

年度

具体的取組

①補助金等：786千円
②補助金等：380千円
（不法投棄回収量7,390kg）

③補助金等：4,042千円
④補助金等：6,474千円
（27年度からの繰越）

①補助金等：557千円
②補助金等：4,186千円

①補助金等：3,628千円
②補助金等：449千円
(不法投棄回収量
4,220kg)
③758千円

①補助金等：2,391千円
②補助金等：458千円
(不法投棄回収量
2,900kg)
③988千円

元年度

－

＜住民課＞
①社会保障・税番号制度
に係るシステム整備費に
関する補助金申請を行
い、歳入を確保した。
②不法投棄未然防止事
業を不法投棄防止パト
ロール事業に活用
③マイナンバーカードの
交付事務に係る個人番
号カード交付事務費補助
金

＜住民課＞
①社会保障・税番号制度
に係るシステム整備費に
関する補助金申請を行
い、歳入を確保した。
②不法投棄未然防止事
業を不法投棄防止パト
ロール事業に活用
③マイナンバーカードの
交付事務に係る個人番
号カード交付事務費補助
金

＜住民課＞
①マイナンバーカードの
交付事務に係る個人番
号カード交付事務費補助
金
②不法投棄未然防止事
業を不法投棄防止パト
ロール事業に活用
③社会保障・税番号制度
に係るシステム整備費に
関する補助金申請を行
い、歳入を確保

＜住民課＞
①マイナンバーカードの
交付事務に係る個人番
号カード交付事務費補助
金
②不法投棄未然防止事
業を不法投棄防止パト
ロール事業に活用
③社会保障・税番号制度
に係るシステム整備費に
関する補助金申請を行
い、歳入を確保した。
④情報セキュリティ強化
対策に係るシステム整備
費に関する補助金申請を
行い、歳入を確保した。

＜住民課＞
①マイナンバーカードの
交付事務に係る個人番
号カード交付事務費補助
金
②社会保障・税番号制度
に係るシステム整備費に
関する補助金申請を行
い、歳入を確保した。

＜福祉課＞
①生活困窮者就労準備
支援事業費補助金を活
用し、「地域における共助
のためのニーズ調査」を
実施。
②地方創生推進交付金
を活用し、ふれあい農園
資材倉庫等整備工事を
実施。

－

①補助金等：1,252千円
②補助金等：59千円
（不法投棄回収量8,110kg）

③補助金等：23,413千円

－

－ －

＜健康こども課＞
学童保育所新設にあた
り、国・県の補助金を活
用した。
①第3遠賀北学童保育ク
ラブ新築工事
②第2広渡学童保育クラ
ブ新築工事

＜健康こども課＞
学童保育所の改修等に
あたり、国及び県の補助
金を活用した。
①遠賀南学童保育クラブ
空調機器設置工事
②広渡学童保育クラブ施
設改修工事

全課

－ －

①補助金等：6,402千円
②補助金等：3,673千円

＜健康こども課＞
学童保育所の改修等に
あたり、国及び県の補助
金を活用した。
遠賀北学童保育クラブ空
調機器設置工事

＜福祉課＞
①森林整備加速化・林業
再生事業補助金を活用
し、県産材を活用したふ
れあいの里浴場天井改
修工事を実施
②福岡県市町村在宅医
療推進整備事業を活用
し、在宅医療を推進して
いくための啓発活動を実
施
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6

取組内容 ⑦

取組内容 ⑧

年度

具体的取組

27年度

国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課 全課

29年度 30年度 元年度

＜建設課＞
国・県等の補助金等の活
用を目指して協議を行う
と共に実施中の事業につ
いては補助金の増額（内
示率の向上）に向けた要
望を行う。

・社会資本整備総合交付
金（道路事業）43.3％
・街路交通調査費補助金
（土地区画整理事業調
査）95.0％
（内示率：内示額／要望
額）

・社会資本整備総合交付
金（道路事業）40.8％
・社会資本整備総合交付
金
（町営住宅事業）34.0％
（内示率：内示額／要望
額）

・社会資本整備総合交付
金（道路事業）49.6％
・社会資本整備総合交付
金
（町営住宅事業）　32.8％
（内示率：内示額／要望
額）
（公園事業）80％

・社会資本整備総合交付
金（道路事業）99.0％
・社会資本整備総合交付
金
（町営住宅事業）　67.7％
（内示率：内示額／要望
額）

28年度

－

①補助金等：1,330千円
②補助金等：90千円

①補助金等：4,009千円
②補助金等：37千円
③補助金等：90千円
④補助金等：21千円

①補助金等：6,616千円
②補助金等：45千円
③補助金等：128千円
④補助金等：28千円
⑤補助金等：128千円
⑥補助金等：139千円

＜建設課＞
国・県等の補助金等の活
用を目指して協議を行う
と共に実施中の事業につ
いては補助金の増額（内
示率の向上）に向けた要
望を行う。

・社会資本整備総合交付
金（道路事業）34.0％
・街路交通調査費補助金
（土地区画整理事業調
査）95.1％
（内示率：内示額／要望
額）

＜都市計画課＞
①社会資本整備総合交
付金：定住奨励金交付事
業に充当
②社会資本整備総合交
付金：ブロック塀撤去費
補助金事業に充当
③市町村高齢者運転免
許証自主返納支援事業
補助金：コミュニティバス
利用促進支援事業に充
当
④福岡県ブロック塀等撤
去促進事業補助金：ブ
ロック塀撤去費補助金事
業に充当

＜建設課＞
国・県等の補助金等の活
用を目指して協議を行う
と共に実施中の事業につ
いては補助金の増額（内
示率の向上）に向けた要
望を行う。

数値実績
または効果

①補助金等：378千円
②補助金等：85千円

＜建設課＞
国・県等の補助金等の活
用を目指して協議を行う
と共に実施中の事業につ
いては補助金の増額（内
示率の向上）に向けた要
望を行う。

＜建設課＞
国・県等の補助金等の活
用を目指して協議を行う
と共に実施中の事業につ
いては補助金の増額（内
示率の向上）に向けた要
望を行う。

数値実績
または効果

＜都市計画課＞
①社会資本整備総合交
付金：定住奨励金交付事
業に充当
②社会資本整備総合交
付金：ブロック塀撤去費
補助金事業に充当
③市町村高齢者運転免
許証自主返納支援事業
補助金：コミュニティバス
利用促進支援事業に充
当
④福岡県ブロック塀等撤
去促進事業補助金：ブ
ロック塀撤去費補助金事
業に充当
⑤福岡県生活交通確保
対策補助金：バス停設置
事業に充当
⑥個性ある地域づくり推
進事業費交付金：バス停
設置事業に充当

＜都市計画課＞
①社会資本整備総合交
付金：空き家再生等推進
交付金事業に充当
②市町村高齢者運転免
許証自主返納支援事業
補助金：コミュニティバス
利用促進支援事業に充
当

－

＜都市計画課＞
①社会資本整備総合交
付金：定住奨励金交付事
業に充当
②市町村高齢者運転免
許証自主返納支援事業
補助金：コミュニティバス
利用促進支援事業に充
当
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6

取組内容 ⑨

－

①交付額（Ｈ29繰越分）
67,955千円
交付決定額(H30繰越分)
51,067千円
②交付額（Ｈ29繰越分）
15,200千円
③交付額：76,446千円
④交付額：24,790千円

①交付額（Ｈ30繰越分）
　50,974千円
②交付額
　1,350千円
③交付額
　105,193千円
④交付額
　24,432千円

①交付額
　47,824千円
②交付内定額
　24,573千円
③交付内定額
　23,625千円
④交付額
　22,782千円

－

①交付決定額：93,592千
円(H29繰越)
②交付額：223,300千円
交付決定額：12,400千円
(H29繰越)
③交付額：1,260千円
④交付額：24,752千円

＜学校教育課＞
・学校施設環境改善交付
金及び社会資本整備総
合交付金、防衛施設周辺
防音事業補助金を小中
学校等の施設整備費に
活用。
・特定防衛施設周辺整備
調整交付金を学校給食
事業の管理・運営費に充
当するため学校給食事
業基金への積立を実施。
①学校施設環境改善交
付金
(H29繰越事業)
・浅木小他2中学校の空
調設備設置工事実施
・島門小学校トイレ改修
工事実施
(H30繰越事業)
・浅木小学校、遠賀中学
校トイレ改修工事請負契
約締結
②社会資本整備総合交
付金（旧まち交）
（Ｈ29繰越事業）
・学校給食共同調理場解
体工事
③防衛施設周辺防音事
業補助金
・広渡小学校空調設備設
置工事実施
・島門小学校空調設備設
置工事実施設計実施
④特定防衛施設周辺整
備調整交付金

＜学校教育課＞
・学校施設環境改善交付
金、防衛施設周辺防音事
業補助金を小中学校の
施設整備費に活用。
①学校施設環境改善交
付金
（Ｈ30繰越事業）
・浅木小、遠賀中学校トイ
レ改修工事実施
②ブロック塀・冷房設備
対応臨時特例交付金
・広渡小、遠賀南中学校
ブロック塀改修・補修工
事実施
③防衛施設周辺防音事
業補助金
・島門小学校空調設備設
置工事実施
④特定防衛施設周辺整
備調整交付金を学校給
食事業の管理・運営費に
充当するため学校給食
事業基金への積立を実
施。

＜学校教育課＞
・学校施設環境改善交付
金、公立学校情報通信
ネットワーク環境施設整
備費補助金、公立学校情
報機器整備費補助金、特
定防衛施設周辺整備調
整交付金を小中学校の
施設整備等に活用。
①学校施設環境改善交
付金
・広渡小、遠賀南中学校
トイレ改修工事実施
②公立学校情報通信ネッ
トワーク環境施設整備費
補助金
・各小中学校校内ＬＡＮ整
備（令和2年度へ繰越）
③公立学校情報機器整
備費補助金
・児童生徒用端末整備
（令和2年度へ繰越）
④特定防衛施設周辺整
備調整交付金を学校給
食事業の管理・運営費に
充当するため学校給食
事業基金への積立を実
施

＜学校教育課＞
・学校施設環境改善交付
金及び社会資本整備総
合交付金、防衛施設周辺
防音事業補助金を小中
学校等の施設整備費に
活用。
・特定防衛施設周辺整備
調整交付金を学校給食
事業の管理・運営費に充
当するため学校給食事
業基金への積立を実施。
①学校施設環境改善交
付金
（H29繰越事業）
・浅木小学校他2中学校
空調設備設置工事
・島門小学校トイレ改修
工事
②社会資本整備総合交
付金（旧まち交）
・食育交流・防災センター
整備事業
・学校給食共同調理場解
体跡地整備事業
（工事：H29繰越）
③防衛施設周辺防音事
業補助金
・広渡小学校空調設備設
置工事実施設計業務
④特定防衛施設周辺整
備調整交付金

具体的取組
国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課 全課

数値実績
または効果
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推進項目 ２ 補助金の有効活用

2-6

取組内容 ⑩

取組内容 ⑪

＜生涯学習課＞
①社会資本整備総合交
付金地区公民館改善等
補助事業で、中央区公民
館の改修工事において、
機能向上に当たる部分
の補助金を活用した。
②一般コミュニティ助成
金を各事業に充当。
(1)遠賀太鼓の会太鼓購
入事業
(2)地区公民館備品整備
事業
③スポーツ振興くじ助成
金を遠賀総合運動公園
グラウンド照明設備改修
工事に充当。
④埋蔵文化財調査補助
金を活用し、若松地区埋
蔵文化財調査事業を実
施。

具体的取組
国・県等の補助金等の有効活用（新たな財源確保）
～つづき～

担当課 全課

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

＜生涯学習課＞
①防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
を活用し、遠賀コミュニ
ティーセンター改修事業
を実施
②埋蔵文化財調査補助
金を活用し、若松地区埋
蔵文化財調査事業を実
施

＜生涯学習課＞
①県の補助事業「通学合
宿推進事業」を受け、各
回10万円の補助金を活
用した。
②一般コミュニティ助成
金を各事業に充当。
(1)地域団体の和太鼓購
入事業
(2)地区公民館備品整備
事業
③コミュニティ助成事業
(共生の地域づくり助成事
業)を遠賀体育センターバ
リアフリー改修工事に充
当

＜生涯学習課＞
①防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
を活用し、広渡地区学習
等供用施設改修工事実
施設計業務を実施

＜生涯学習課＞
①防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
を活用し、広渡地区学習
等供用施設改修事業で
改修工事を実施

①補助金：3,841千円
②交付金：計7,032千円
　(1)2,775千円
　(2)4,257千円

－ － －

＜駅周辺都市整備推進
室＞
・福岡県公共交通アクセ
ス環境改善支援事業を
活用し、遠賀川駅北広場
改修基本設計を実施

＜駅周辺都市整備推進
室＞
①防衛施設周辺民生安
定施設整備事業補助金
を活用し、(仮称)交流セン
ター基本設計および移転
補償調査業務を実施（基
本設計はR2繰越）
②社会資本整備総合交
付金（旧まち交）を活用
し、
(1)遠賀川駅北広場改修
実施設計を実施
(2)ペデストリアンデッキ等
実施設計を実施

数値実績
または効果

①補助金等：244,673千円

②補助金等：
    国2,600千円
　  県300千円

①補助金等：334千円
②(1)補助金等：2,300千円

　 (2)補助金等：2,500千円

③補助金等：16,000千円
④補助金等：
　　国1,102千円
　　県300千円

①補助金等：30万円
　　　　　　　（3回実施）
②
(1)補助金等：2,500千円
(2)補助金等：2,400千円
③補助金等：10,000千円

①補助金等：
　　国1,134千円

①補助金等：
　　国21,028千円

数値実績
または効果

－ － －

補助金：1,136千円
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3-1

取組内容 ①

取組内容 ②

元年度

実施

＜行政経営課＞
事務事業評価制度につ
いては、一定の構築を
図ったことから、これまで
業務委託していたものを
27年度から内部作成に
切り替え、経費を削減し
た。

＜行政経営課＞
事務事業評価制度につ
いては、内部作成にて実
施した。

＜行政経営課＞
事務事業評価制度につ
いては、内部作成にて実
施した。

＜行政経営課＞
事務事業評価制度につ
いては、内部作成にて実
施した。

＜行政経営課＞
事務事業評価制度につ
いては、内部作成にて実
施した。

実施 実施

＜総務課＞
特定事業主行動計画を
策定し、ワークライフバラ
ンスの観点から時間外勤
務の縮減を全庁的課題と
して取り組んだ。

27年度 28年度年度

計画内容

数値実績
または効果

数値実績
または効果

29年度 30年度

＜総務課＞
引き続き、ワークライフバ
ランスの観点から時間外
勤務の縮減を全庁的課
題として取り組んだ。

＜総務課＞
ノー残業デーやイクボス
宣言の取り組みと共に、
ワークライフバランスの観
点から時間外勤務の縮
減を全庁的課題として取
り組んだ。

＜総務課＞
ノー残業デーやイクボス
宣言の取り組みと共に、
ワークライフバランスの観
点から時間外勤務の縮
減を全庁的課題として取
り組んだ。

削減額：0千円

＜総務課＞
ノー残業デーやイクボス
宣言の取り組みと共に、
ワークライフバランスの観
点から時間外勤務の縮
減を全庁的課題として取
り組んだ。

・全体の時間外勤務縮減
時間：53.7H/人(37.7H/
人)〔対前年比〕
※(   )は所定労働時間の
増分除く
・全体の時間外手当縮減
額：2,467千円〔対前年
比〕

・全体の時間外勤務縮減
時間：117.1H/人(148.1H/
人)〔対前年比〕
※(   )は所定労働時間の
増分除く
・全体の時間外手当縮減
額：670千円〔対前年比〕

・全体の時間外勤務縮減
時間：22.6H/人(20.1H/
人)〔対前年比〕
※(   )は所定労働時間の
増分除く
・全体の時間外手当縮減
額：2,897千円〔対前年
比〕

推進項目 ３ 歳出経費の効率化

具体的取組 経費の節減合理化 担当課 全課

取組内容
時間外手当等の人件費や事務的経費、施設の維持管理等について、一層の効率化・合理化のため経費
節減の工夫を行い、経費の見直しを図る。

期待する効果等 歳出額の削減

・全体の時間外勤務縮減
時間：-10.8H/人(-9.1H/
人)〔対前年比〕
※(   )は所定労働時間の
増分除く
・全体の時間外手当縮減
額：-3,611千円〔対前年
比〕

・全体の時間外勤務縮減
時間：8.3H/人(11.8H/人)
〔対前年比〕
※(   )は所定労働時間の
増分除く
・全体の時間外手当縮減
額：3,018千円〔対前年
比〕

実施 実施

削減額：0千円 削減額：0千円 削減額：0千円削減額：735千円
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推進項目 ３ 歳出経費の効率化

3-1

取組内容 ③

取組内容 ④

取組内容 ⑤

取組内容 ⑥

＜生涯学習課＞
前年度同様経費削減に
努めたが、維持管理者等
の削減には至らなかっ
た。

＜生涯学習課＞
前年度同様経費削減に
努めたが、維持管理費等
の削減には至らなかっ
た。

＜生涯学習課＞
経費削減に努めたが、維
持管理費等の削減には
至らなかった。

＜全庁的取組＞
電力契約の見直し
庁舎、中央公民館、食育
交流・防災センター、小中
学校の9施設で見直し

数値実績
または効果

削減額：光熱水費136千円 削減額：光熱水費98千円 削減額：4千円（光熱水
費、歴史自然公園管理
費）
（中央公民館0千円）

削減額（光熱水費）
中央公民館
　△50千円
歴史自然公園管理費
　△1千円

削減額（電気代）
△12,190千円

数値実績
または効果

－

具体的取組 経費の節減合理化　～つづき～

削減額：164千円〔対前年
比〕

削減額：3千円〔対前年
比〕

－ －

－

－

担当課 全課

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度年度

－ －

＜税務課＞
３年ごとの航空写真作成
業務を社会資本総合整
備交付金を活用して、北
九州市が事務局である北
九州地区電子自治体推
進協議会(17市町村)で共
同撮影した。

＜税務課＞
平成30年度下半期から
毎月第３水曜日のノー残
業デー以外に、税務課で
は、毎週水曜日をノー残
業デーと独自設定し、定
時帰庁に率先して取り組
んだ。

＜税務課＞
前年度と同様に、税務課
独自でノー残業デーを設
けて取り組んだ。

数値実績
または効果

－

＜学校教育課＞
9月から学校給食調理部
門民間委託を導入

＜住民課＞
①狂犬病予防注射等案
内通知を封書からハガキ
へ変更し通信費を削減し
た。
②費用対効果の低いと思
われる事業や当初の目
的と相違してきた事業の
見直しにより、事業を廃
止した。
③電算機器類の保守作
業を内容により、これまで
時間外に実施していた作
業を業務時間中に実施
することで時間外手当の
支出を抑えた。

＜住民課＞
電算機器類の保守作業
を内容により、これまで時
間外に実施していた作業
を業務時間中に実施する
ことで時間外手当の支出
を抑えた。

＜住民課＞
電算機器類の保守作業
を内容により、これまで時
間外に実施していた作業
を業務時間中に実施する
ことで時間外手当の支出
を抑えた。

＜生涯学習課＞
施設の維持管理費等に
ついては、前年度の実績
等を踏まえ経費節減に努
めた。

事務の軽減と事業費の
削減
・平成25年度⇒5,250,000
円※防災サイン等調査設
計業務含む。
・平成29年度⇒1,892,600
円

時間外手当前年度比約
７％の減
※1,414,575円から
1,316,430円と98,145円減

時間外手当前年度比
217,871円  16.5%の減。

＜学校教育課＞
学校給食調理部門民間
委託を実施

＜学校教育課＞
学校給食調理部門民間
委託を実施

＜学校教育課＞
平成27年9月から学校給
食調理部門民間委託を
実施。

＜学校教育課＞
平成27年9月から学校給
食調理部門民間委託を
実施。
令和元年度で契約期間
満了のため、プロポーザ
ルを行い、令和2年度～5
年間の委託業者を決定

・人件費等
　13,000千円の減
・センター職員3人の配置
換えの実施

・民間委託料
　約25,140千円

・民間委託料
　約25,140千円

・民間委託料
   25,140千円

・民間委託料
   25,374千円数値実績

または効果

①削減額：通信費25千円
②廃止事業：遠賀コミチャ
リ、ＥＭ菌製造及び無料
配布（在庫のある限り、
配布は継続）
③削減額：572千円〔対前
年比〕
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推進項目 ３ 歳出経費の効率化

3-2

数値実績
または効果

具体的取組
遠賀・中間地域広域行政事務組合の行財政改革の
促進

担当課

・遠賀・中間地域広域行
政事務組合の財政担当
会議に参加し、広域事業
負担金の適正化に努め
た。

取組内容
広域行政事務組合においても、自立推進の視点から見直しや効率化を進め、広域事業負担金の適正化を
図る。

・遠賀・中間地域広域行
政事務組合の財政担当
会議に参加し、広域事業
負担金の適正化に努め
た。

行政経営課

期待する効果等 経費の削減、健全な財政運営

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度年度

実施実施 実施 実施 実施

・遠賀・中間地域広域行
政事務組合の財政担当
会議に参加し、広域事業
負担金の適正化に努め
た。
・し尿処理施設の在り方
について検討を開始し
た。

・遠賀・中間地域広域行
政事務組合の財政担当
会議に参加し、広域事業
負担金の適正化に努め
た。
・し尿処理施設の在り方
については、平成30年度
に広域組合で作成する整
備基本計画で検討してい
くという結論に至った。

・遠賀・中間地域広域行
政事務組合の財政担当
会議に参加し、広域事業
負担金の適正化に努め
た。

計画内容

取組内容

負担金：547,690千円 負担金：566,515千円 負担金：554,666千円 負担金：575,644千円 負担金：573,963千円
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推進項目 ３ 歳出経費の効率化

3-3

3-4

具体的取組

取組内容

年度

計画内容

数値実績
または効果

具体的取組

取組内容

（普通会計）
積立額：159,300千円
取崩額：376,376千円

期待する効果等 経費の削減、健全な財政運営

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

財政調整基金を始め、各
種特目基金に効果的な
基金の積み立てを行うこ
とができた。

土地開発基金等に積立
てを行った。取崩額が積
立て額を上回ったが、効
果的に各種事業等を推
進することができた。

数値実績
または効果

（普通会計）
積立額：436,811千円
取崩額：380,666千円

（普通会計）
積立額：736,461千円
取崩額：1,126,534千円

（普通会計）
積立額：310,853千円
取崩額：394,016千円

（普通会計）
積立額：245,716千円
取崩額：528,297千円

実施 実施 実施

年度

計画内容

起債残高の削減 担当課

遠賀コミュニティーセン
ター改修事業や食育交
流・防災センター建築工
事、道路事業など、大規
模な工事を整備していく
なかで、交付税措置のあ
る起債を有効に活用し、
事業を進捗させることが
できた。

行政経営課

取組内容
起債をしてでも必要な事業か、将来世代に返済を負担させてまで実施が必要な事業かを十分精査し、景気
の動向、歳入の動向等を踏まえながら判断し地方債と償還のバランス等の適切な対応を図る。

別府広場整備事業や老
良・上別府線整備事業を
はじめ各種事業を、補正
予算債や緊急防災・減債
事業債などの交付税措
置の有利な起債を有効に
活用し、事業を進めること
ができた。

小中学校空調整備事業
やトイレ改修事業、特別
支援型子育て支援施設
整備事業をはじめ、各種
事業を補正予算債などの
交付税措置の有利な起
債を有効に活用し、事業
を進めることができた。

小中学校トイレ改修事業
やブロック塀改修事業な
どの補正予算債をはじ
め、緊急防災・減災事業
債など交付税措置の有
利な起債を有効に活用
し、事業を進めることがで
きた。

期待する効果等 健全な財政運営

27年度 28年度 29年度 30年度

広渡小学校トイレ改修事
業や遠賀南中学校トイレ
改修事業などの防災・減
災・国土強靭化緊急対策
事業債をはじめ、各種事
業を緊急防災・減災事業
債など交付税措置の有
利な起債を有効に活用
し、事業を進めることがで
きた。

元年度

実施

取組内容
災害時の備えや今後予想される公共施設の修繕工事等に備え、各種基金の残高を確保することは重要な
課題であり、経費削減に努めながら、計画的な基金積立の検討を行う。

（普通会計）
年度末起債残高：
6,588,697千円

実施

（普通会計）
年度末起債残高：
6,137,436千円

（普通会計）
年度末起債残高：
6,413,469千円

（普通会計）
年度末起債残高：
6,560,243千円

（普通会計）
年度末起債残高：
6,600,866千円

計画的な基金の積み立て 担当課

基金の取崩し等で、効果
的に各種事業等を推進
することができたものの、
財政調整基金など積立
額に対して取崩額が大幅
に多く、全体としては基金
残高を減らすこととなっ
た。

土地開発基金やまちづく
り基金等に積立てを行っ
た。また、基金の取崩し
等で、効果的に各種事業
等を推進することができ
た。

基金の取崩し等で、効果
的に各種事業等を推進
することができたものの、
財政調整基金など積立
額に対して取崩額が大幅
に多く、全体としては基金
残高を減らすこととなっ
た。

元年度

実施

行政経営課
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4-1

取組内容 ①

取組内容 ②

取組内容 ③

年度

計画内容

数値実績
または効果

数値実績
または効果

数値実績
または効果

－ －

推進項目 ４ 公共施設マネジメントの推進

具体的取組
遠賀町公共施設等総合管理計画に基づく公共施設
の計画管理

担当課
行政経営課

関係課

期待する効果等 計画的な公共施設管理、経費の低廉化・平準化

取組内容
26年度に策定した「遠賀町公共施設等総合管理計画」に沿って、施設の適正配置や統廃合を含めた計画
的かつ効率的な管理に取り組み、施設の老朽化による財政負担の軽減及び平準化を図る。取組体制の構
築、カルテの更新方法等のルールづくり、目標設定、管理方針等を検討する。

27年度

－

着手中につき特になし 水、簡易トイレ、毛布、マ
スク等を備蓄倉庫に配
備。 － － －

＜総務課＞
消防団施設については
特にないが、防災拠点に
ついて、食育交流・防災
センターの建設に着手

＜総務課＞
食育交流・防災センター
が完成し、給食センターと
してだけでなく、防災拠点
として備蓄倉庫に備蓄物
資の配備を行う。

28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

個別施設計画策定につ
いて、施設を持つ担当課
に説明会を実施した。

＜行政経営課＞
取組体制の構築及びカ
ルテ更新方法等のルー
ル作りについては、具体
的な取り組みなし。
管理する施設について
は、遠賀霊園に休憩室の
新築及び倉庫の更新を
行った。（旧倉庫の解体
は28年度に予定）

＜行政経営課＞
事務事業評価時期と併
せて、施設カルテの更新
を依頼するように変更し
た。

＜行政経営課＞
引き続き、事務事業評価
時期と併せて、施設カル
テの内容更新を行った。

＜行政経営課＞
事務事業評価時期に併
せて、施設カルテの内容
の更新を行った。
個別施設計画策定に向
け、町の方針を検討し
た。

＜行政経営課＞
引き続き施設担当課に施
設カルテの内容更新と個
別施設計画策定に向け
て施設の課題整理を依
頼した。

（事業費）
・霊園休憩所：17,780千
円（森林整備加速化事
業） － －

全ての公共施設個別施
設計画策定に向け、目標
設定を行った。

元年度

実施

－

実施設計の作成 外壁、給排水設備、大
ホール証明のＬＥＤ化、浴
室改修等 － － －

＜福祉課＞
障害者支援センターさくら
について、各所に老朽化
による影響が見られ始め
たため、長寿命化を目指
して25年度に策定した改
修計画に基づき実施設
計を実施した。工事は28
年度以降に実施予定。

＜福祉課＞
平成27年度の実施設計
に基づき、郡内4町の負
担金拠出により実施し
た。
空調設備については後
年度実施の予定。

－ －
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推進項目 ４ 公共施設マネジメントの推進

4-1

取組内容 ④

取組内容 ⑤

取組内容 ⑥

数値実績
または効果

年度

数値実績
または効果

数値実績
または効果

元年度27年度 28年度 29年度 30年度

（事業費）
・島門小学校EV改修工事
  9,288千円
・遠賀中学校EV改修工事
  9,288千円

－

＜学校教育課＞
公共施設等総合管理計
画に基づき、財政負担の
平準化を図るため、優先
順位の高いものから順
次、学校の施設改修(長
寿命化)を実施した。ま
た、学校給食共同調理場
解体工事のための実施
設計を実施した。

＜学校教育課＞
公共施設等総合管理計
画に基づき、財政負担の
平準化を図るため、優先
順位の高いものから順
次、学校の維持補修等を
行った。また、学校給食
共同調理場解体工事を
行った。

＜学校教育課＞
公共施設等総合管理計
画に基づき、施設の長寿
命化を図るため、広渡小
学校校舎、遠賀中学校
(特別教室棟)の屋上防水
工事及び浅木小、広渡小
学校の給食用エレベー
ター改修工事を実施し
た。

－

(事業費)
・遠賀中学校特別教室棟
屋上防水工事実施設計：
1,311千円
・学校給食共同調理場解
体工事実施設計：2,268
千円

（事業費）
・学校給食共同調理場解
体工事費：24,719千円

（事業費）
・広渡小学校防水工事
  8,596千円
・遠賀中学校防水工事
  13,910千円
・浅木小学校EV改修工事
  9,288千円
・広渡小学校EV改修工事
  9,288千円

＜学校教育課＞
公共施設等総合管理計
画に基づき、施設の長寿
命化を図るため、島門
小、遠賀中学校の給食用
エレベーター改修工事を
行った。

＜建設課＞
・道路：道路ストック点検
・橋梁：遠賀町橋梁長寿
命化修繕計画
・住宅：遠賀町町営住宅
長寿命化計画
・公園：遠賀町公園施設
長寿命化計画
財政負担の平準化を図り
ながら施設の安全な利用
を第一に、各計画等によ
る維持補修、改良工事等
を行い、長寿命化を図っ
た。

（事業費）
・道路：25,340千円
（旧まち交事業）
・橋梁：21,106千円
（宮ノ沖橋改良工事）
・住宅：12,747千円
（道官団地改修工事）

（事業費）
・道路：123,620千円
（旧まち交事業）
・橋梁：
　29,202千円（点検業務）
　16,488千円（補修工事）
・住宅：40,388千円
（道官団地改修工事）

（事業費）
・道路：31,207千円
（旧まち交事業）
・橋梁：
　14,063千円（補修工事）
・住宅：3,121千円
（町営住宅長寿命化計画
見直し業務）
・住宅：1,782千円
（道官3Ｆ改修工事設計業
務）

（事業費）
・道路：17,296千円
（旧まち交事業）
・橋梁：
　23,128千円
（補修工事・設計業務）
・住宅：　17,829千円
(道官3F(A棟)改修工事)
・公園：19,958千円
（公園施設長寿命化計
画）

（事業費）
・道路：19,111千円
（旧まち交事業）
・橋梁：
　21,726千円（補修工事）
    5,610千円(個別施設
計画)
・住宅：　21,068千円
(道官3F(B棟)改修工事)

＜建設課＞
・道路：道路ストック点検
・橋梁：遠賀町橋梁長寿
命化修繕計画
・住宅：遠賀町町営住宅
長寿命化計画

財政負担の平準化を図り
ながら施設の安全な利用
を第一に、各計画等によ
る維持補修、改良工事等
を行い、長寿命化を図っ
た。

＜建設課＞
・道路：道路ストック点検
・橋梁：遠賀町橋梁長寿
命化修繕計画
・住宅：遠賀町町営住宅
長寿命化計画

財政負担の平準化を図り
ながら施設の安全な利用
を第一に、各計画等によ
る維持補修、改良工事等
を行い、長寿命化を図っ
た。

＜建設課＞
・道路：道路ストック点検
・橋梁：遠賀町橋梁長寿
命化修繕計画
・住宅：遠賀町町営住宅
長寿命化計画について
は中間見直しを行った。

財政負担の平準化を図り
ながら施設の安全な利用
を第一に、各計画等によ
る維持補修、改良工事等
を行い、長寿命化を図っ
た。

＜建設課＞
・道路：道路ストック点検
・橋梁：遠賀町橋梁長寿
命化修繕計画
・住宅：遠賀町町営住宅
長寿命化計画
・公園：遠賀町公園施設
長寿命化計画策定
財政負担の平準化を図り
ながら施設の安全な利用
を第一に、各計画等によ
る維持補修、改良工事等
を行い、長寿命化を図っ
た。

－

検討中につき特になし

担当課
行政経営課

関係課
具体的取組

遠賀町公共施設等総合管理計画に基づく公共施設
の計画管理　～つづき～

補助金(国・県)
①20,802千円
②21,427千円

＜健康こども課＞
特になし

－

＜健康こども課＞
学童保育の需要に対応
するため、学校施設との
共同利用及び増築等を
検討する。

＜健康こども課＞
学童保育施設整備計画
に沿って以下の2施設を
新設した。
①第3遠賀北学童保育ク
ラブ
②第2広渡学童保育クラ
ブ

＜健康こども課＞
昨年度完了のため、具体
的取組みなし

補助金等:
16,642千円(国)
4,160千円(県)

＜健康こども課＞
第3遠賀北学童保育クラ
ブ新設のため、補助金を
申請し採択あり。ただし、
建設については平成29
年度へ繰越。
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推進項目 ４ 公共施設マネジメントの推進

4-1

取組内容 ⑦

取組内容 ⑧ －

＜都市計画課＞
①遠賀町公共下水道事
業ストックマネジメント計
画
下水道事業の役割を踏
まえ、事業を持続的に運
営していくため、計画を策
定して下水道施設を計画
的かつ効率的に管理して
いく。
②遠賀町農業集落排水
施設最適整備構想
農業集落排水施設の機
能保全対策を的確かつ
効率的に実施するため、
最適整備構想を策定し、
施設の長寿命化とライフ
サイクルコストの低減を
図る。

＜都市計画課＞
①遠賀町公共下水道事
業ストックマネジメント計
画
計画に基づき、持続的な
事業の運営のため、下水
道施設を計画的かつ効
率的に管理していく。
②遠賀町農業集落排水
施設最適整備構想
農業集落排水施設の機
能保全対策を的確かつ
効率的に実施するため、
最適整備構想を策定し、
施設の長寿命化とライフ
サイクルコストの低減を
図る。

＜都市計画課＞
①遠賀町公共下水道事
業ストックマネジメント計
画
計画に基づき、持続的な
事業の運営のため、下水
道施設を計画的かつ効
率的に管理していく。
②遠賀町農業集落排水
施設最適整備構想
構想結果に基づき、尾倉
若葉台地区を公共下水
道に接続するのため、関
係機関の調整を実施。

＜都市計画課＞
①遠賀町公共下水道事
業ストックマネジメント計
画
計画に基づき、持続的な
事業の運営のため、下水
道施設を計画的かつ効
率的に管理していく。
②遠賀町農業集落排水
施設最適整備構想
構想結果に基づき、尾倉
若葉台地区を公共下水
道に接続した。

数値実績
または効果

－

①(事業費)
計画策定：993千円
ストックマネジメント基礎
計画策定
点検調査：270千円
虫生津幹線他管路点検
②(事業費)
機能診断調査：6,106千
円

①(事業費)
点検調査：205千円
木守幹線、駅南幹線及び
マンホールポンプ吐出先
点検
改築更新：46,729千円
芙蓉団地、蓮角団地、壱
丁田団地及び田園団地
マンホール蓋取替工事
②(事業費)
最適整備構想策定：
4,320千円

①(事業費)
点検調査：205千円
中部幹線他管路点検
改築更新：18,197千円
松ヶ崎団地及び田園団
地マンホール蓋取替工事
②農政局：長期利用財産
処分協議
財務省：財政融資資金に
係る取得財産等の処分
行為の承認協議
地方公共団体金融機構：
資産の処分及び他用途
転用協議

①(事業費)
点検調査：296千円
北部幹線他管路点検
②農政局：長期利用財産
処分協議完了
財務省：財政融資資金に
係る取得財産等の処分
行為の承認協議完了
地方公共団体金融機構：
資産の処分及び他用途
転用協議完了
(事業費)
接続工事：6,292千円
(今後40年間の効果額)
98.7百万円／40年間

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

具体的取組
遠賀町公共施設等総合管理計画に基づく公共施設
の計画管理　～つづき～

担当課
行政経営課

関係課

－

－

数値実績
または効果

検討中につき特になし 図書館空調改修工事実
施設計委託料
　2,712千円

【実績】
図書館空調設備改修工
事
　25,924千円
図書館空調設備改修工
事監理委託
　972千円
図書館空調設備改修工
事付帯工事
　5,175千円

－

＜生涯学習課＞
①図書館が開館後15年
を経過し、空調設備の修
繕が頻発している。空調
の大規模改修の必要性
があるが、有効な補助事
業等がなく模索している
状況。
②武道場の再整備とあわ
せ、遠賀中学校第２体育
館との共同利用を検討す
る。

＜生涯学習課＞
空調設備の修繕が頻発
しているため、緊急防災・
減災事業債を活用し、図
書館空調工事の実施設
計を行った。

＜生涯学習課＞
緊急防災・減災事業債を
活用して図書館の空調改
修工事を行った。

－
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5-1

年度

計画内容

数値実績
または効果

取組内容

推進項目 ５ 事務事業評価の有効活用

具体的取組 事務事業評価による事務事業の適正化 担当課 行政経営課

取組内容
事務事業評価による事業の効率化・効果等の検証を的確に行い、優先事務事業の選定、予算配分の適正
化を図る。

期待する効果等 健全な財政運営

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施実施 実施

元年度

実施

評価結果（108事業中）
・継続 43
・改善 41
・見直し 3
・先送り等 14
・対象外 7

事業の評価を実施し、事
業の適正化・効率化や職
員の事業実施へのコスト
意識等の促進等を図っ
た。また、公共施設の評
価に総合的判断や計画
的運用を図るため、27年
度より公共施設総合管理
計画の施設カルテを活用
した。

事業の評価を実施し、事
業の適正化・効率化や職
員の事業実施へのコスト
意識等の促進等を図っ
た。

事業の評価を実施し、事
業の適正化・効率化や職
員の事業実施へのコスト
意識等の促進等を図っ
た。

事業の評価を実施し、事
業の適正化・効率化や職
員の事業実施へのコスト
意識等の促進等を図っ
た。

事業の評価を実施し、事
業の適正化・効率化や職
員の事業実施へのコスト
意識等の促進等を図っ
た。

評価結果（121事業中）
・継続 55
・改善 38
・見直し 3
・先送り等 11
・対象外 14

評価結果（121事業中）
・継続 65
・改善 36
・見直し 3
・先送り等 9
・対象外 8

評価結果（112事業中）
・継続 67
・改善 27
・見直し 5
・先送り等 7
・対象外 6

評価結果（115事業中）
・継続 52
・改善 36
・見直し 7
・先送り等 9
・対象外 11
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推進項目 ５ 事務事業評価の有効活用

5-2

取組内容 ①

取組内容 ②

数値実績
または効果

数値実績
または効果

年度

計画内容

期待する効果等

具体的取組

－

改修費：1,059千円

－ － － －

＜総務課＞
マイナンバー制度導入に
伴い、職員、個人委託受
注者等から個人番号の
収集を行うとともに、人事
給与システムの改修を
行った。

－ － －

マイナンバー制度の活用 担当課
住民課
関係課

取組内容
行政を効率化し、住民の利便性を高め、公平かつ公正な社会を実現するために導入されるマイナンバー制
度について、システム改修や個人情報保護評価など制度導入に的確に対応するとともに、近隣市町の動
向に注視しながら制度活用の検討を行い、事務の効率化や住民の利便性の向上を図る。

事務の効率化、住民サービスの向上

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

元年度

実施

①マイナンバーカード交
　付実績：562件
②担当者会議：3回
　個人情報保護評価書公
　表：23事務

＜住民課＞
①28年1月よりマイナン
バーカード交付開始。臨
時窓口を開設し、効率良
く交付事務を行った。
②遠賀郡内番号制度主
管担当者会議による情報
共有や国の補助金を活
用したシステム改修、個
人情報保護評価の実施・
公表を行った。

＜住民課＞
①マイナンバーカードを
利用した住民票等証明書
のコンビニ交付サービス
を平成31年2月から開
始。
②遠賀郡内番号制度主
管担当者会議による情報
共有や国の補助金を活
用したシステム改修、特
定個人情報保護評価の
実施・公表を行った。

①コンビニ交付の実績
住民票:91通
印鑑証明書50通
町外での発行:57通
開庁時間外での発行:64
通
②担当者会議：1回
　特定個人情報保護評
　価書公表：24事務

＜住民課＞
①マイナンバーカードを
利用した住民票等証明書
のコンビニ交付サービス
について、導入団体に対
して費用や事務手続きに
関する調査を行った。
②遠賀郡内番号制度主
管担当者会議による情報
共有や国の補助金を活
用したシステム改修、特
定個人情報保護評価の
実施・公表を行った。

＜住民課＞
①マイナンバーカードを
利用した住民票等証明書
のコンビニ交付サービス
について、導入団体に対
して費用や事務手続きに
関する調査を行った。
②遠賀郡内番号制度主
管担当者会議による情報
共有や国の補助金を活
用したシステム改修、特
定個人情報保護評価の
実施・公表を行った。

＜住民課＞
①平成31年2月からの
サービス開始に向け、移
行データの確認や各種行
程試験を行う。
②遠賀郡内番号制度主
管担当者会議による情報
共有や国の補助金を活
用したシステム改修、特
定個人情報保護評価の
実施・公表を行った。

①導入団体（飯塚市）へ
訪問調査、遠賀中間戸籍
住民基本台帳事務協議
会において研修を実施。
②担当者会議：1回
　特定個人情報保護評
　価書公表：24事務

①平成30年度中のサー
ビス開始に向け、当初予
算に計上した。
②担当者会議：2回
　特定個人情報保護評
　価書公表：24事務

①平成31年2月1日から
サービスが開始すること
ができた。
実績
住民票:13通
印鑑証明書:3通
町外での発行:10通
開庁時間外での発行:9通
②担当者会議：4回
　特定個人情報保護評
　価書公表：24事務
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取組内容 ①

推進項目 ６ 補助事業の見直し

具体的取組 各種団体への町補助金の定期的な見直し 担当課 関係課

取組内容
各種団体等に対する補助金については、社会経済情勢や住民ニーズの変化を的確に捉えながら、施策・
事業への効果や民間の役割等を検証し、定期的に見直すこととし、適正な運用の確保を図る。

期待する効果等 経費の削減、健全な財政運営

27年度 28年度 29年度 30年度年度 元年度

計画内容

数値実績
または効果

実施 実施 実施 実施

＜まちづくり課＞
がんばる地域まちづくり
事業補助金の見直し実
施
・要綱に事業計画の変更
を追加(4事業すべて)
①安心安全なまちづくり
整備事業
②提案公募型事業

①件数：防災倉庫5団体
金額：4,859千円
②初年度応募件数：2団
体
金額：162千円

実施

－

＜まちづくり課＞
がんばる地域まちづくり
事業補助金の見直し実
施
①安心安全なまちづくり
整備事業
・防災に資する事業補助
率4/5を追加（財源につ
いては、民都機構と協議
し基金財源の活用を可能
とした。）
②提案公募型事業(28年
度から施行、27年度中に
応募開始)
・新規団体の初年度応募
に限って補助率10/10
・対象とする地域を町全
域から小学校区単位に
縮小
・応募の時期を2月に早
め、4月からの事業実施
に配慮
③魅力あるまちづくり整
備事業
・補助率2/3から4/5へ変
更

＜まちづくり課＞
がんばる地域まちづくり
事業補助金の応募要領
の見直しを実施。
①安心安全なまちづくり
整備事業
②提案公募型事業

＜まちづくり課＞
がんばる地域まちづくり
事業補助金の要綱（４号
事業：安心安全なまちづ
くり整備事業）の見直しを
実施。

－

①件数：防災倉庫3団体
金額：3,794千円
②初年度応募件数：1団
体
金額：350千円

区有蛍光灯防犯灯の
LED化を募集できるよう
になった。21区から約638
灯分の応募があった。

①件数：防災倉庫1団体
金額：632千円
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推進項目 ６ 補助事業の見直し

6-1

取組内容 ②

6-2

国・県等の補助金を活用して実施している事業については、毎年度、事務事業評価を活用し、事業の有効
性・費用対効果・継続性等の視点で必要性の検証を行い、必要に応じ見直しを図る。

＜福祉課＞
敬老会補助金について
は、自治区が敬老会を実
施する場合に、町がその
費用の一部として1人あ
たり2,800円を補助してい
るが、27年度から元年度
まで対象年齢の段階的
引き上げを実施し、補助
金額の削減を図ってい
く。元年度の対象者は75
歳以上の者。

削減額：462千円
※27年度補助金額
11,136千円
【参考】70歳の人数211人
(代替措置として実施して
いる肺炎球菌ワクチン接
種者はうち160人)

削減額：488千円
※28年度補助金額
10,648千円
【参考】70歳の人数327人
(代替措置として実施して
いる肺炎球菌ワクチン接
種者はうち242人)

具体的取組
各種団体への町補助金の定期的な見直し
　～つづき～

担当課 関係課

元年度年度 27年度 28年度 29年度 30年度

取組内容

数値実績
または効果

年度

取組内容

具体的取組

期待する効果等

計画内容

関係課国・県等補助事業の見直し 担当課

削減額：509千円
※30年度補助金額9,616
千円
【参考】70歳の人数400人
(代替措置として実施して
いる肺炎球菌ワクチン接
種者はうち292人)

削減額：485千円
※元年度補助金額9,131
千円
【参考】70歳の人数378人
(代替措置として実施して
いる肺炎球菌ワクチン接
種者はうち237人)

＜福祉課＞
敬老会補助金について
は、自治区が敬老会を実
施する場合に、町がその
費用の一部として1人あ
たり2,800円を補助してい
るが、27年度から31年度
まで対象年齢の段階的
引き上げを実施し、補助
金額の削減を図ってい
く。27年度は、対象者を
71歳以上の者とする。

＜福祉課＞
敬老会補助金について
は、自治区が敬老会を実
施する場合に、町がその
費用の一部として1人あ
たり2,800円を補助してい
るが、27年度から31年度
まで対象年齢の段階的
引き上げを実施し、補助
金額の削減を図ってい
く。28年度の対象者は72
歳以上の者。

＜福祉課＞
敬老会補助金について
は、自治区が敬老会を実
施する場合に、町がその
費用の一部として1人あ
たり2,800円を補助してい
るが、27年度から31年度
まで対象年齢の段階的
引き上げを実施し、補助
金額の削減を図ってい
く。29年度の対象者は73
歳以上の者。

＜福祉課＞
敬老会補助金について
は、自治区が敬老会を実
施する場合に、町がその
費用の一部として1人あ
たり2,800円を補助してい
るが、27年度から31年度
まで対象年齢の段階的
引き上げを実施し、補助
金額の削減を図ってい
く。30年度の対象者は74
歳以上の者。

数値実績
または効果

①購入額：28,930千円
　積立額：11,744千円
②購入額：2,189千円
　補助額：2,000千円

積み立て額：2,458千円
【参考】26年度積み立て
額：1,900千円

積み立て額：2,445千円
【参考】27年度までの積
み立て額：4,358千円

削減額：523千円
※29年度補助金額
10,125千円
【参考】70歳の人数344人
(代替措置として実施して
いる肺炎球菌ワクチン接
種者はうち242人)

積み立て額：2,464千円
【参考】28年度までの積
み立て額：6,803千円

事務の効率化、住民サービスの向上

＜総務課＞
31年度に更新を予定して
いる水槽付消防ポンプ自
動車の財源に充てるた
め、石油貯蔵施設立地対
策交付金を遠賀町公共
用施設整備基金に積み
立てる。
目標額11,700千円

＜総務課＞
①石油貯蔵施設立地対
策交付金の積立で、水槽
付消防ポンプ自動車を購
入。
②コミュニティ助成事業を
活用し避難所備品を購
入。

＜総務課＞
31年度に更新を予定して
いる水槽付消防ポンプ自
動車の財源に充てるた
め、石油貯蔵施設立地対
策交付金を遠賀町公共
用施設整備基金に積み
立てる。
目標額11,700千円

積み立て額：2,463千円
【参考】28年度までの積
み立て額：9,266千円

＜総務課＞
31年度に更新を予定して
いる水槽付消防ポンプ自
動車の財源に充てるた
め、石油貯蔵施設立地対
策交付金を遠賀町公共
用施設整備基金に積み
立てる。
目標額11,700千円

実施

＜総務課＞
31年度に更新を予定して
いる水槽付消防ポンプ自
動車の財源に充てるた
め、石油貯蔵施設立地対
策交付金を遠賀町公共
用施設整備基金に積み
立てる。
目標額11,700千円

元年度

実施

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施
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7-2

実施

数値実績
または効果

年度

計画内容

数値実績
または効果

年度

計画内容

具体的取組

期待する効果等

取組内容

取組内容

実施 実施 実施 実施

－

推進項目 ７ 地方公会計制度や企業会計の整備促進

具体的取組 地方公会計制度の整備・運用 担当課 行政経営課

取組内容
地方公会計制度の整備をすすめ、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握することで、中長期
的な財政運営への活用の充実を図る。また、整備後は職員研修等により適切な運用に努める。

期待する効果等 財政の効率化・適正化、説明責任の履行

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（財政係）
26年度決算から新地方
公会計制度を導入するた
め、27年度に固定資産台
帳の整備を行い、統一的
な基準による財務書類等
の作成を行った。

（財政係）
27年度決算について固
定資産台帳の更新を行
なうとともに、統一的な基
準による財務書類等の作
成を行った。

（財政係）
28年度決算について固
定資産台帳の更新を行
なうとともに、統一的な基
準による財務書類等の作
成を行った。また、一部
事務組合との連結処理を
行なった。

（財政係）
29年度決算について固
定資産台帳の更新を行
なうとともに、統一的な基
準による財務書類等の作
成を行った。また、一部
事務組合との連結処理を
行なった。

（財政係）
30年度決算について固
定資産台帳の更新を行う
とともに、統一的な基準
による財務書類等の作成
を行った。また、一部事
務組合との連結処理を
行った。

地方公会計制度導入完
了
（公共下水道事業特別会
計・農業集落排水事業特
別会計は除く）

－ － －

下水道公営企業会計の整備促進 担当課 都市計画課

取組内容
下水道事業特別会計の経営健全化に向け、これまでの現金主義会計から資産の適切な把握と損益・資本
取引を区分した公営企業会計に移行するため、整備促進を図る。

事務の効率化、住民サービスの向上

27年度 28年度 29年度 30年度

検討 実施 実施 実施

元年度

完了

下水道事業会計の経営
健全化に向け、平成31年
4月1日付で公営企業会
計を導入した。

複式簿記による公営企業
会計の運用に移行した。

公営企業会計移行スケ
ジュールの検討を行っ
た。
検討したスケジュールに
基づき移行業務の早期
着手のための準備を行っ
た。

固定資産台帳を作成し、
資産管理を行うため、減
価償却計算等評価の基
礎となる資産の取得価額
とその財源を算定する固
定資産整理を実施中であ
る。
固定資産整理は平成28
年度から平成30年度に
かけて実施する。

28年度に引き続き固定資
産整理を行った。
また、公営企業会計に移
行するにあたって、遠賀
町下水道事業に関する
庁内関連部局と調整協
議を行った。

29年度に引き続き固定資
産整理を行い、開始貸借
対照表作成、システム整
備、例規整備、新年度予
算作成を行った。
また、地方公営企業会計
に対する理解を深めるた
め、職員研修を１０月と２
月（議員・監査委員含む）
に行った。

適用日（31年4月1日）の
決定

－ －

公営企業会計移行準備
を完了した。
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8-2

元年度

実施

元年度

実施

取組内容
19年度に策定した遠賀町定員管理・適正化計画の推進と見直しを行い、計画に沿った定員管理の適正化
を図る。

年度

計画内容

計画内容

取組内容

行政経営課

取組内容 土地開発公社の有効性を検証し、土地開発基金への移行を検討する。

専門的任期付職員;4人
一般任期付職員;3人
任期付短時間勤務職
員;5人

具体的取組 土地開発公社の見直し 担当課

数値実績
または効果

町長部局101人を111人
に、教育委員会部局28人
を18人に改正

平成28年度末に条例を
制定したため、実績なし。

数値実績
または効果

取組内容

一般職の任期付職員の
採用等に関する条例に基
づき、専門的な知識経験
を有する人材などの確保
を行った。
遠賀町定員管理・適正化
計画の見直しは、機構改
革とタイアップし、令和2
年度上半期を目標とし
た。

期待する効果等 効率的な組織づくり

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施

これまでのアウトソーシン
グの実績や機構改革を
踏まえ、総定数は、その
ままに町長部局、教育委
員会部局の定数配分の
見直しを行った。

専門的な知識経験を有す
る業務に従事するための
人材や、一定期間内に完
了することが見込まれる
業務に従事するための人
材を確保するために一般
職の任期付職員の採用
等に関する条例を制定し
た。

平成28年度末に制定した
一般職の任期付職員の
採用等に関する条例に基
づき、専門的な知識経験
を有する人材などの確保
を行った。

一般職の任期付職員の
採用等に関する条例に基
づき、専門的な知識経験
を有する人材などの確保
を行った。

推進項目 ８ 組織機構の見直し

具体的取組 職員定数の見直し及び推進 担当課 総務課

実施 実施

期待する効果等 報酬・費用弁償の削減

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

年度

専門的任期付職員;2人
一般任期付職員;1人
任期付短時間勤務職
員;3人

専門的任期付職員;4人
一般任期付職員;2人
任期付短時間勤務職
員;4人

駅周辺開発の動向もある
ため、当面は存続とす
る。

－ － － － －

駅周辺開発の動向もある
ため、当面は存続とす
る。

駅周辺開発の動向もある
ため、当面は存続とす
る。

駅南開発の動向もあるた
め、当面は存続とする。

駅南開発の動向もあるた
め、当面は存続とする。
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推進項目 ８ 組織機構の見直し

8-3

元年度

実施

年度

取組内容

数値実績
または効果

計画内容

27年4月に機構改革を行
い、健康こども課の新設
や建設課に都市開発係
を設置する等、新たな行
政需要や住民ニーズに
的確に対応できる組織体
制とした。

具体的取組 柔軟な組織機構の見直し 担当課 行政経営課

取組内容
高度化・多様化する行政ニーズや新たな課題に対応するため、今後も適宜、事務量と職員の適正配置を
考慮した組織の見直しを実施し、時代の変化に柔軟に対応できる組織機構改革をすすめる。

具体的取組なし 駅周辺整備を重点的に
推進していくため、30年4
月からの駅周辺都市整
備推進室設置に向けた
検討を行い、行政組織規
則を見直した。また、一部
事務分掌の見直しも行っ
た。

具体的取組なし

期待する効果等 効率的な組織づくり

27年度

地域包括ケアシステムの
充実と今後訪れる超高齢
社会へ適切に対応するた
め、福祉課に地域包括支
援係を設置した。

検討 検討

12課31係から13課33係
へ改編し、行政組織規則
及び教育委員会事務局
組織規則を見直し、業務
の共同化・効率化を図っ
た。

－ － －

14課33係から14課34係
へ改編し、行政組織規則
を見直し、業務の共同
化・効率化を図った。

検討 検討

28年度 29年度 30年度
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人材育成方針の見直し

具体的取組 人材育成基本方針の見直し及び推進 担当課 総務課

取組内容

年度

計画内容

数値実績
または効果

推進項目 ９

取組内容
遠賀町人材育成基本方針について、職員の意欲と能力を最大限に引き出すための組織的な取り組みを
トータル的な視点から見直すとともに、人材育成基本方針の推進に努める。

期待する効果等 職員の意欲及び能力の向上

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施

元年度

実施実施

庁内研修：8回
庁外研修： 77回
人事評価の実施：2回

町長ヒアリング、職員意
識調査、若手職員を中心
としたプロジェクトチーム
の会議（4回）を経て人材
育成基本方針を策定し
た。

組織全体で様々な課題を
共有し解決へ導くため、
また新たな時代のまちづ
くりにおいて必要となる職
員一人ひとりの意識向上
を図るために、期首面談
や育成面談を実施した。

人材基本方針に基づき、
職員の意識の変革、研修
による能力開発、人事評
価制度による面談等を行
い、職員の能力・意識・態
度の向上を図った。

人材基本方針に基づき、
職員の意識の変革、研修
による能力開発、人事評
価制度による面談等を行
い、職員の能力・意識・態
度の向上を図った。

人材基本方針に基づき、
職員の意識の変革、研修
による能力開発、人事評
価制度による面談等を行
い、職員の能力・意識・態
度の向上を図った。

28年3月計画策定
※28年4月1日発効

一次評価を行うために必
要となる育成面談の実
施。

庁内研修：4回
庁外研修： 82回
人事評価の実施：2回

庁内研修：5回
庁外研修： 84回
人事評価の実施：2回
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数値実績
または効果

取組内容

計画内容

10月1日(前期)及び4月1
日(後期)を基準日とした
人事評価を行い、勤勉手
当や昇給、適性など処遇
へ反映させた。

人材育成基本方針の見
直しに合わせ、人材育成
の観点を色濃くするととも
に目標管理を導入した新
たな人事評価制度を構築
した。

新たな人材育成基本方
針にある、「求められる職
員像」に近づくための人
材育成を目的とした制度
であることを認識してもら
うため、評価者及び被評
価者を対象とした研修を
行った。

評価者(課長)、被評価者
(係長、主査・主任・主事、
新規採用職員)別に人事
評価研修を行い、実施の
目的を確認すると共に、
適正な評価に基づく人材
育成を図った。

評価者(課長)、被評価者
(係長、主査・主任・主事、
新規採用職員)別に人事
評価研修を行い、適正な
評価に基づく人材育成を
図った。

評価者(課長)、被評価者
(係長、主査・主任・主事、
新規採用職員)別に人事
評価研修を行い、適正な
評価に基づく人材育成を
図った。

・新たな人事評価の再構
築
・職員説明会開催（28年
度制度実施）

10月1日(前期)及び4月1
日(後期)を基準日とした
人事評価を行い、勤勉手
当や昇給などへの処遇
へ反映させた。

10月1日(前期)及び4月1
日(後期)を基準日とした
人事評価を行い、勤勉手
当や昇給、適性など処遇
へ反映させた。

10月1日(前期)及び4月1
日(後期)を基準日とした
人事評価を行い、勤勉手
当や昇給、適性など処遇
へ反映させた。

実施実施実施

推進項目10 人事評価制度の推進

具体的取組 人材育成方針を反映した人事評価制度の推進 担当課 総務課

実施 実施

元年度

取組内容
勤勉手当に成績率を導入しているが、職員の職務能力や勤務実績等を反映した制度となるよう人材育成
方針の見直しに併せ再構築を図り、職員の適正な処遇を図る。

期待する効果等 職員の勤務意欲の向上

27年度 28年度年度 29年度 30年度
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取組内容 ①

取組内容 ②

11-2

元年度

検討

元年度

実施

年度

計画内容

数値実績
または効果

年度

計画内容

数値実績
または効果

取組内容

取組内容

数値実績
または効果

推進項目11 有効な外部委託の推進

具体的取組 随意契約ガイドラインの整備 担当課 行政経営課

取組内容
経費の削減を図りながら、より効率的な執行ができるよう随意契約にかかるガイドラインの整備を検討し、
見積入札及びプロポーザル方式の徹底を図る。

期待する効果等 公平性・透明性の確保

27年度 28年度 29年度 30年度

〈行政経営課〉
具体的取組なし

〈行政経営課〉
より効率的な執行につな
がるよう「随意契約ガイド
ライン」を作成した。

〈行政経営課〉
整備した「随意契約ガイド
ライン」を活用し、引き続
き公平で透明性のある契
約の徹底を図った。

〈行政経営課〉
整備した「随意契約ガイド
ライン」を活用し、引き続
き公平で透明性のある契
約の徹底を図った。

〈行政経営課〉
整備した「随意契約ガイド
ライン」を活用し、引き続
き公平で透明性のある契
約の徹底を図った。

検討 検討 実施 実施

具体的取組 入札・契約マニュアルの作成 担当課 行政経営課

－

〈まちづくり課〉
遠賀町産業振興計画及
び遠賀町商店街振興計
画の策定業務、遠賀町起
業支援施設コーディネー
ト業務について、業者選
定にあたり、プロポーザ
ル方式による選定を実施
した。

－ － －

－

価格だけで判断せず、企
画内容も判断材料とした
ため、より効率の良い業
務実施となった。

－ － －

入札・契約にかかるマニュアルを作成し、入札・契約における透明性の向上と事務の効率化・平準化を図
る。

－ － － － －

期待する効果等 公平性・透明性の確保

27年度 28年度 29年度 30年度

検討 検討 検討 検討

具体的取組なし 具体的取組なし 具体的取組なし 情報収集にとどまり、マ
ニュアル作成には至って
いない。

令和2年度作成に向けて
他市町からの情報収集を
行った。

－ － － － －
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推進項目11 有効な外部委託の推進

11-3

11-4

元年度

検討

元年度

検討

－ － －

検討 検討 検討 検討

－

年度

計画内容

数値実績
または効果

具体的取組

取組内容

取組内容

年度

具体的取組なし 具体的取組なし

数値実績
または効果

県への移管協議に向け
て全国の漕艇場の管理
状況の調査等を行った。

施設更新及び県への移
管を検討している。

施設の管理方法を変更
するため、調整等を行っ
た。
当面、指定管理者制度の
導入はなしと考える。

－

生涯学習課

取組内容
公の施設の管理運営については、現在３施設について住民サービスの向上及び経費削減を目的に指定
管理者制度を導入済みであるが、今後も未導入施設について効果等を検証し、制度導入を推進する。

－ － － － －

期待する効果等 住民サービスの向上、経費削減

指定管理者制度の導入（遠賀川漕艇場） 担当課

計画内容

27年度 28年度 29年度 30年度

具体的取組 指定管理者制度の導入（武道場） 担当課 生涯学習課

取組内容
公の施設の管理運営については、現在３施設について住民サービスの向上及び経費削減を目的に指定
管理者制度を導入済みであるが、今後も未導入施設について効果等を検証し、制度導入を推進する。

期待する効果等 住民サービスの向上、経費削減

27年度 28年度 29年度 30年度

具体的取組なし 具体的取組なし 施設更新が急務のため、
個別施設計画作成の検
討や財源確保の調査を
行った。

施設更新が急務のため、
財源確保の調査や新た
な建設費用の見積もりを
行った。

施設更新が急務のため、
財源確保の調査を行っ
た。
当面、指定管理者制度の
導入はなしと考える。

検討 検討 検討 検討
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推進項目11 有効な外部委託の推進

11-5

元年度

－

住民サービスの向上、経費削減

具体的取組なし 具体的取組なし 施設設置の目的に鑑み、
現在のところ指定管理者
制度導入の必要性はな
いと判断した。

－

－ － － － －

検討

指定管理者制度の導入（遠賀町中央公民館） 担当課

期待する効果等

27年度 28年度 29年度 30年度

検討 検討

具体的取組なし

生涯学習課

取組内容

具体的取組

年度

計画内容

数値実績
または効果

取組内容
公の施設の管理運営については、現在３施設について住民サービスの向上及び経費削減を目的に指定
管理者制度を導入済みであるが、今後も未導入施設について効果等を検証し、制度導入を推進する。

検討

35



推進項目11 有効な外部委託の推進

11-6

取組内容 ①

取組内容 ②

実施

組織を肥大化することなく時代の変化に対応した良質な行政サービスを提供するため、現在、直営や一部
委託で行っている業務の民間委託について、費用対効果・安全性・公共性等の総合的な検討を行い、「住
民サービスの維持・向上」を前提にした民間委託を推進する。

民間活力の活用、経費節減

元年度

具体的取組

年度

担当課 全課

計画内容

期待する効果等

取組内容

民間委託（アウトソーシング）の推進

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

＜福祉課＞
①緊急通報システムをセ
ンター方式で行うための
協議を遠賀郡４町で行っ
た。
②障害者支援センターさ
くらについて、住民ニーズ
に即応した迅速なサービ
ス提供体制を整えるため
に、民間移譲を遠賀郡4
町で検討中。
③保健師が時間中に実
施していた障害支援区分
認定調査について、計画
相談支援事業所への委
託を検討。

＜福祉課＞
①高齢者等の緊急時に
おける対応の向上と見守
り機能の強化を目的とし
て、平成28年6月から緊
急通報システム事業の民
間委託を遠賀郡４町で導
入し、受信センター方式
を開始した。
②障害者支援センターさ
くらについて、国・県にも
手続きの詳細の確認を
行っており、引き続き郡
内４町で検討中。
③障害支援区分認定調
査について、相談支援事
業所に委託を開始した。

＜福祉課＞
①高齢者等の緊急時に
おける対応の向上と見守
り機能の強化を目的とし
て、平成28年6月から緊
急通報システム事業の民
間委託を遠賀郡４町で導
入し、受信センター方式
を開始した。
②障害者支援センターさ
くらについて、国・県にも
手続きの詳細の確認を
行っており、引き続き郡
内４町で検討中。
③障害支援区分認定調
査について、相談支援事
業所に委託を継続した。

＜福祉課＞
①高齢者等の緊急時に
おける対応の向上と見守
り機能の強化を目的とし
て、平成28年6月から緊
急通報システム事業の民
間委託を遠賀郡４町で導
入し、受信センター方式
を開始した。
②障害者支援センターさ
くらについて、県にも手続
きの確認を行い、その内
容を踏まえ、郡内４町で
検討を行いました。
③障害支援区分認定調
査について、相談支援事
業所に委託を継続した。

削減額：約13,000千円 民間委託料：
約25,140千円

民間委託料：
約25,140千円

民間委託料：
約25,140千円

民間委託料
 25,374千円数値実績

または効果

＜福祉課＞
①高齢者等の緊急時に
おける対応の向上と見守
り機能の強化を目的とし
て、平成28年6月から緊
急通報システム事業の民
間委託を遠賀郡４町で導
入し、受信センター方式
を開始した。
②障害者支援センターさ
くらについて、郡内４町で
担当課長・係長会議を開
催し、検討を行った。
③障害支援区分認定調
査について、相談支援事
業所に委託を継続した。

検討中につき特になし ①委託額416千円
②検討中のため特になし
③委託件数33件

①委託額604千円
②検討中のため特になし
③委託件数36件

①委託額569千円
②検討中のため特になし
③委託件数41件

①委託額520千円
②検討中のため特になし
③委託件数46件

数値実績
または効果

＜学校教育課＞
27年9月より、学校給食
調理部門委託導入

＜学校教育課＞
27年9月より、学校給食
調理部門委託導入

＜学校教育課＞
27年9月より、学校給食
調理部門委託導入

＜学校教育課＞
27年9月より、学校給食
調理部門委託導入

＜学校教育課＞
平成27年9月より、学校
給食調理部門民間委託
導入。令和元年度で契約
期間満了のため、プロ
ポーザルを行い、令和2
年度～5年間の委託業者
を決定

36



12-1

数値実績
または効果

取組内容

計画内容

－

具体的取組なし 具体的取組なし 具体的取組なし 指定管理者制度モニタリ
ングの運用に関するガイ
ドライン、遠賀町指定管
理者評価委員会規程を
制定し、客観的に評価・
検証を行う仕組みを構築
した。

指定管理者制度モニタリ
ングの運用に関するガイ
ドラインに沿った令和元
年度分の評価・検証を令
和２年度上半期に実施予
定。

－ － －

指定管理者制度モニタリ
ングの運用に関するガイ
ドライン策定

実施実施実施

推進項目12 指定管理者制度におけるモニタリング・評価の確立

具体的取組 指定管理者制度モニタリング・評価制度の策定 担当課 行政経営課

実施 実施

元年度

取組内容
指定管理者制度を導入した施設について、公共サービスの水準の維持や向上、利用者の安全対策など導
入目的に則り適切に管理されているかをモニタリングし、客観的に評価・検証を行う仕組みを構築する。

期待する効果等 住民サービスの向上、適切な施設管理の推進

27年度 28年度年度 29年度 30年度
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取組内容 ①

取組内容 ②

取組内容 ③

元年度

実施

・トップページアクセス件
数：748,597件
・情報更新件数：1,222件

・トップページアクセス件
数：396,706件
・情報更新件数：630件

・トップページアクセス件
数：241,195件
・情報更新件数：825件

・トップページアクセス件
数：717,282件
・情報更新件数：984件

＜まちづくり課＞
①おんがめしサイトにお
いて、「おんがめしブロ
グ」により農と食に関する
情報発信の充実を図っ
た。
②協働推進係担当業務
において、ホームページ
掲載の全内容の見直しを
行い、写真を上手く活用
するなど常に住民目線で
わかりやすい内容となる
よう工夫を行った。

＜まちづくり課＞
①6月におんがめしサイト
をリニューアルし、各コー
ナーから最新の情報を発
信できるように改善した。
②平成29年度、広報おん
がに町内全行政区の自
治会紹介記事(1年間連
載)を掲載するよう計画し
た。

＜まちづくり課＞
おんがめしサイトの各
コーナーから最新の情報
を発信し、住民の情報
ニーズに応えた。

＜まちづくり課＞
おんがめしサイトの各
コーナーから最新の情報
を発信し、住民の情報
ニーズに応えた。

＜まちづくり課＞
おんがめしサイトの各
コーナーから最新の情報
を発信し、住民の情報
ニーズに応えた。

①アクセス件数：5,523件 ①アクセス件数：4,450件 アクセス件数：3,158件 アクセス件数：2,706件 アクセス件数：3,009件

数値実績
または効果

数値実績
または効果

推進項目13 積極的な情報発信

具体的取組 行政情報のきめ細やかな情報発信 担当課 全課

－

構想段階につき、28年度
に企画案を策定予定

メール配信サービス「ライ
デン」を29年度から導入
し、今後サービスを追加
していく予定。

－ － －

＜総務課＞
防災情報については、防
災行政無線だけでなく新
たな方法での情報発信に
ついて検討に入った。

＜総務課＞
防災情報の伝達手段に
ついては、防災行政無線
だけでなく、携帯電話会
社の新サービスを利用し
た情報発信の方法を検
討した。

－ －

取組内容
全庁的に住民にわかりやすい情報の提供を心掛け、より住民の情報ニーズに応えられるよう、広報おんが
や町ホームページ等の広報媒体を活用したきめ細かな情報提供により、情報発信の充実を図る。ホーム
ページについては最新情報の掲載や項目の追加など迅速に行う。

期待する効果等 住民に対する説明責任の向上、透明性・公平性の確保

＜住民課＞
町のホームページ安定運
用のための機器入替や
機器保守業務委託、イン
ターネット接続回線の光
回線化を実施しつつ、掲
載情報の随時更新や翻
訳機能を活用した外国語
対応によるきめ細かな情
報発信を行った。

実施

・トップページアクセス件
数：180,673件
・情報更新件数：898件

＜住民課＞
町のホームページ安定運
用のための機器入替や
機器保守業務委託、イン
ターネット接続回線の光
回線化を実施しつつ、掲
載情報の随時更新や翻
訳機能を活用した外国語
対応によるきめ細かな情
報発信を行った。

27年度 28年度 29年度 30年度

＜住民課＞
町のホームページ安定運
用のための機器入替や
機器保守業務委託、イン
ターネット接続回線の光
回線化を実施しつつ、掲
載情報の随時更新や翻
訳機能を活用した外国語
対応によるきめ細かな情
報発信を行った。

＜住民課＞
町のホームページ安定運
用のための機器入替や
機器保守業務委託、イン
ターネット接続回線の光
回線化を実施しつつ、掲
載情報の随時更新や翻
訳機能を活用した外国語
対応によるきめ細かな情
報発信を行った。

＜住民課＞
町のホームページ安定運
用のための機器入替や
機器保守業務委託、イン
ターネット接続回線の光
回線化を実施しつつ、掲
載情報の随時更新や翻
訳機能を活用した外国語
対応によるきめ細かな情
報発信を行った。

年度

計画内容

数値実績
または効果

実施 実施 実施
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推進項目13 積極的な情報発信

13-1 全課

取組内容 ④

27年度 28年度 29年度 30年度

数値実績
または効果

年度 元年度

全庁的に広報おんがや
ホームページ等を活用し
た情報提供に努めた。

①広報おんがへ定期掲
載することによるきめ細
かな情報提供と認識の深
化を図った。
・マイナンバー制度
・税に関するコラム
・環境衛生だより
・消費生活相談
・健康情報、おんがめし
・人権コラムなど
②町ホームページへの定
期掲載
・毎月の小中学校給食献
立表
③住民に直結する制度
や町に関する報告等、適
宜広報やホームページへ
の掲載を行い、確実な情
報提供に努めた。
・定住促進に関する各種
支援情報をまとめ、11月
から定住促進支援制度と
して掲載
・税の申告
・プレミアム商品券
・町ブランド品
・防災情報
・子育て応援事業の夢れ
んげ配布や町内保育園
の園児募集など、子育て
世帯に関連する情報
・不審者情報
・ボランティアに関する情
報
・特別支援教育啓発に関
する情報
・各種イベント
・交通安全の啓発や道路
上にはみ出た樹木、草の
管理等について
・公共事業の建設工事に
関する交通規制

具体的取組 行政情報のきめ細やかな情報発信　～つづき～ 担当課

全庁的に広報おんがや
ホームページ等を活用し
た情報提供に努めた。

広報おんがや町ホーム
ページ、LINE、Instagram
へ相互連携しながらイベ
ント情報等を適宜掲載し
た。

令和元年度に策定した
「遠賀町シティプロモー
ション戦略」において、新
聞やテレビなどの報道機
関へ情報提供するプレス
リリースの発信基準を定
め、情報発信体制の強化
を図った。

全庁的に広報おんがや
ホームページ等を活用し
た情報提供に努めた。

広報おんがや町ホーム
ページ、またLINE＠へイ
ベント情報等を適宜掲載
した。

子育て応援事業の夢れ
んげ交付事業、町内保育
園及び幼稚園の園児募
集やぐっぴいの案内等、
子育て世帯に関連する情
報を発信した。

全庁的に広報おんがや
ホームページ等を活用し
た情報提供に努めた。

①広報おんがへ定期掲
載することによるきめ細
かな情報提供と認識の深
化を図った。
・税に関するコラム
・健康情報、おんがめし
②町ホームページへの定
期掲載
・毎月の小中学校給食献
立表
・毎日の小中学校給食献
立の写真掲載
③住民に直結する制度や
町に関する報告等、適宜
広報やホームページへの
掲載を行い、確実な情報
提供に努めた。
・子育て応援事業の夢れ
んげ配布や町内保育園
の園児募集など、子育て
世帯に関連する情報
・交通安全の啓発や道路
上にはみ出た樹木、草の
管理等について
・公共事業の建設工事に
関する交通規制
・マイナンバー制度の概
要やカードの申請方法を
広報おんがへ再度掲載
し、情報提供に努めた。
・不審者情報
・イベント情報
・国際交流事業（日本語
教室）
・霊園関係様式をホーム
ページに掲載した。
 入札結果について、より
詳細な情報をホームペー
ジで提供できるように改
めた。
 また、一般競争入札デー
タ提供方式をCD提供から
HPダウンロード形式へと
改めた。

全庁的に広報おんがや
ホームページ等を活用し
た情報提供に努めた。

①広報おんがへ定期掲
載することによるきめ細
かな情報提供と認識の深
化を図った。
・マイナンバー制度
・税に関するコラム
・環境衛生だより
・消費生活相談
・健康情報、おんがめし
・人権コラムなど
②町ホームページへの定
期掲載
・毎月の小中学校給食献
立表
③住民に直結する制度
や町に関する報告等、適
宜広報やホームページへ
の掲載を行い、確実な情
報提供に努めた。
・臨時給付金、臨時特例
給付金等
・税の申告
・プレミアム商品券
・町ブランド品
・防災情報
・町内保育園の園児募集
など、子育て世帯に関連
する情報
・各種イベント
・交通安全の啓発や道路
上にはみ出た樹木、草の
管理等について
・公共事業の建設工事に
関する交通規制

全庁的な情報発信による
透明性、公平性の確保

全庁的な情報発信による
透明性、公平性の確保

マイナンバーカード申請
件数：380件（平成29年度
実績）、通算2,385件

マイナンバーカード申請
件数：330件（平成30年度
実績）、通算2,715件

マイナンバーカード申請
件数：793件（令和元年度
実績）、通算3,508件
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推進項目13 積極的な情報発信

13-2

取組内容

具体的取組

計画内容

数値実績
または効果

①町のオリジナルポロ
シャツを継続して一般販
売を行った。住民と一体
となった町のＰＲを実施し
た。
②遠賀・中間広域連携プ
ロジェクトによる遠賀・中
間いいものフェスタを県
庁ロビーと本城陸上競技
場で実施した。
③連携中枢都市圏で東
京での圏域PRｲﾍﾞﾝﾄにて
町のPRを実施した。
④暮らしの便利帳作成
　㈱サイネックスとの協働
により町からの負担なし
で作成し、暮らしに役立
つ情報提供を行った。⑤
おんがっぴーの着ぐるみ
を町イベント等に出演さ
せ町のPRに活用した。

①町のオリジナルポロ
シャツを継続して一般販
売を行った。住民と一体と
なった町のＰＲを実施し
た。
②遠賀・中間広域連携プ
ロジェクトによる遠賀・中
間いいものフェスタを県庁
ロビーで実施した。
③連携中枢都市圏で東
京まるごとにっぽんでの
常設展示にて町のPRを
実施した。
④おんがっぴーの着ぐる
みを町イベント等に出演
させ町のPRに活用。7月
にリニューアルをした。

①町のオリジナルポロ
シャツをリニューアルし、
デザインは九州の中での
遠賀町の位置を図示し
た。職員の着用及び一般
販売を行い町のＰＲを実
施した。
②遠賀・中間広域連携プ
ロジェクトによる遠賀・中
間いいものフェスタを県
庁ロビーで実施した。
③連携中枢都市圏で東
京まるごとにっぽんでの
常設展示にて町のPRを
実施した。
④おんがっぴーの着ぐる
みを町イベント等に出演
させ町のPRに活用した。
⑤ゆるキャラグランプリ
2018に出場し、おんがっ
ぴーのPRを行った。

期待する効果等 町の魅力発信

27年度 28年度 29年度 30年度

実施

年度

取組内容
豊かな自然環境と交通の利便性をはじめ、充実した子育て支援施策や福祉施策、各種イベント等の遠賀
町の魅力や住み良さを情報発信するための取り組みを推進する。フリーペーパーの活用、メディア等を活
用するとともに“おんがっぴー”を起用するなど、効果的なプロモーションを行う。

遠賀町の魅力発信への取り組み 担当課

①ポロシャツ販売額：
283千円
③特産品販売額：
125千円
④おんがっぴーイベント
出演数：12回

①ポロシャツ販売額：
85千円
②特産品販売額：
199千円
③特産品販売額：56千円
④全戸配布
⑤おんがっぴーイベント
出演数：9回

①ポロシャツ販売額：
67千円
②特産品販売額：
40千円
③特産品販売額：15千円
④おんがっぴーイベント
出演数：13回

①ポロシャツ販売額：
371千円
②特産品販売額：
46千円
③特産品販売額：7千円
④おんがっぴーイベント
出演数：14回
⑤ご当地507キャラ中187
位

①ポロシャツ販売額：
111千円
②特産品販売額：
76千円
③特産品販売額：28千円
④おんがっぴーイベント
出演数：8回

①町のオリジナルポロ
シャツの一般販売を継続
して行い、住民と一体と
なった町のＰＲを実施し
た。
②遠賀・中間広域連携プ
ロジェクトによる遠賀・中
間いいものフェスタを県
庁ロビーで実施した。
③連携中枢都市圏で首
都圏での常設展示にて
町のPRを実施した。
④おんがっぴーの着ぐる
みを町イベント等に出演
させ町のPRに活用した。
⑤町のＰＲを戦略的かつ
効果的に推進するため、
目的と各種事業を体系的
に整理し、情報発信基準
を定めた「遠賀町シティプ
ロモーション戦略」を策定
し、町をＰＲする推進体制
を構築した。

①町のオリジナルポロ
シャツを作成し、一般販
売及び職員着用により住
民と一体となった町のＰＲ
を実施した。
②遠賀町出身者初のプ
ロサッカー選手の弓崎恭
平選手（ギラヴァンツ北
九州）の応援のぼり旗を
作成し、弓崎選手と町の
PRを実施した。
③町イチ！村イチ！2015
に参加し、地元農産物を
使った食品や特産品の
PRを実施した。
④おんがっぴーの着ぐる
みを町イベント等に出演
させ町のPRに活用した。

行政経営課

実施 実施実施

元年度

実施
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14-1

取組内容 ①

取組内容 ②

数値実績
または効果

数値実績
または効果

推進項目14 イベント等を活用した交流人口の増加

具体的取組 イベントを活用した町の情報発信 担当課 全課

取組内容
遠賀町夏まつり、おんがレガッタ、おんがこどもまつりをはじめとする町事業や住民団体が実施するイベン
ト等、遠賀町内で開催されるさまざまなイベント等を広く町外の人に発信し、交流人口の拡大を図る。

期待する効果等 地域の活性化、交流人口の拡大

27年度 28年度 29年度 30年度年度

＜まちづくり課＞
①ＪＡ青年部主催かかし
コンテストと連携し、遠賀
町ブランド品のＰＲを実
施。また、ふくおか町村
フェアや遠賀・中間地区
農業祭、ゆめタウン遠賀
店での地産地消フェアな
ど町内外のイベントでも
遠賀町のブースを設置し
てＰＲした。
②がんばる地域まちづく
り事業を通した情報発信
に取り組んだ。応募事業
のコーディネートを行い、
広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載し、事業完
了後に中央公民館に事
業概要を展示し、事業の
PRに力を入れた。

実施 実施 実施 実施

＜まちづくり課＞
①ＪＡ青年部主催かかし
コンテストや遠賀町青年
部活性協議会主催遠賀
町産をぐ～っと盛り上げ
隊スタンプラリーと連携
し、遠賀町ブランド品のＰ
Ｒを実施。また、ふくおか
町村フェアや遠賀・中間
地区農業祭など町外のイ
ベントでも遠賀町のブー
スを設置してＰＲした。
②がんばる地域まちづく
り事業を通した情報発信
に取り組んだ。
・広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載するだけで
なく、中央公民館に事業
の様子や報告会・交流会
の写真・感想を展示し、
積極的に事業PRを実施

＜まちづくり課＞
①ＪＡ青年部主催かかし
コンテストと連携し、遠賀
町ブランド品のＰＲを実
施。また、ふくおか町村
フェアや遠賀・中間地区
農業祭、ゆめタウン遠賀
店での地産地消フェアな
ど町内外のイベントでも
遠賀町のブースを設置し
てＰＲした。
②がんばる地域まちづく
り事業を通した情報発信
に取り組んだ。
・広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載し、中央公
民館に事業の様子や報
告会・交流会の写真を展
示し、積極的に事業PRを
実施した。

＜まちづくり課＞
①ＪＡ青年部主催かかし
コンテストと連携し、遠賀
町ブランド品のＰＲを実
施。また、ふくおか町村
フェアや遠賀・中間地区
農業祭、ゆめタウン遠賀
店での地産地消フェアな
ど町内外のイベントでも
遠賀町のブースを設置し
てＰＲした。
②がんばる地域まちづく
り事業を通した情報発信
に取り組んだ。応募事業
のコーディネートを行い、
広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載し、事業完
了後に中央公民館に事
業概要や報告会・交流会
の写真を展示し、事業の
PRに力を入れた。

＜まちづくり課＞
①ＪＡ青年部主催かかし
コンテストと連携し、イベ
ントを利用した遠賀町ブ
ランド品のＰＲを実施
②がんばる地域まちづく
り事業を通した情報発信
に取り組んだ。
・広報おんが、町ホーム
ページに掲載するだけで
なく、事業ＰＲ用のポス
ター（町各施設に掲示）、
のぼり旗を作成
・中央公民館や図書館に
事業の様子や報告会・交
流会の写真・感想を展示
し、図書館フェイスブック
にその様子をアップにす
るなど、積極的に事業PR
を実施

計画内容

元年度

実施

来場者数：約1,700人 来場者数：約1,500人

①来場者数：300人
②関係者だけでなく、広く
周知することができた。
・ポスター町各施設10枚
・のぼり旗20枚
・展示：図書館28.3.24～
4.6、央公民館28.4.7 ～
5.12
(展示アンケート回収7件)

①かかしコンテスト来場
者数：400人
遠賀町産をぐ～っと盛り
上げ隊フェイスブック
1,300人への発信
②関係者だけでなく、広く
周知することができた。
・のぼり旗20枚
・展示：中央公民館29.4.5
～5.9
(展示アンケート回収2件)

①かかしコンテスト来場
者数：400人
②事業実施関係者だけ
でなく、広く周知すること
ができた。
・のぼり旗14枚
・展示：中央公民館30.3.1
～5.10

＜福祉課＞
遠賀町健康・福祉まつり
について、広報おんが、
町ホームページ、施設等
掲示用ポスター等を活用
して周知を図った。

＜福祉課＞
遠賀町健康・福祉まつり
について、広報おんが、
町ホームページ、施設等
掲示用ポスター等を活用
して周知を図った。

＜福祉課＞
遠賀町健康・福祉まつり
について、広報おんが、
町ホームページ、施設等
掲示用ポスター等を活用
して周知を図った。

来場者数：約1,500人 来場者数：約1,700人

①かかしコンテスト来場
者数：約350人
②事業実施関係者だけ
でなく、広く周知すること
ができた。
・のぼり旗10枚
・展示：中央公民館
R2.2.28 ～3.31

＜福祉課＞
遠賀町健康・福祉まつり
について、広報おんが、
町ホームページ、施設等
掲示用ポスター等を活用
して周知を図った。

＜福祉課＞
遠賀町健康・福祉まつり
について、広報おんが、
町ホームページ、施設等
掲示用ポスター等を活用
して周知を図った。

来場者数：約1,600人

①かかしコンテスト来場
者数：約800人
②事業実施関係者だけ
でなく、広く周知すること
ができた。
・のぼり旗22枚
・展示：中央公民館
H31.2.28 ～3.29
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推進項目14 イベント等を活用した交流人口の増加

14-1

取組内容 ③

イベントを活用した町の情報発信 担当課 全課

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

数値実績
または効果

具体的取組

＜生涯学習課＞
大規模イベントについて
は、事前に広報おんが、
町ホームページ、イベント
情報誌等に掲載するとと
もに、公共施設や各地区
公民館だけでなく、町内
の事業所等にもポスター
を掲示してもらうことで、
広く町内外へ周知を図っ
た。

＜生涯学習課＞
大規模イベントについて
は、事前に広報おんが、
町ホームページ、イベント
情報誌等に掲載するとと
もに、公共施設や各地区
公民館だけでなく、町内
の事業所等にもポスター
を掲示した。
また、テレビ出演もあり、
広く町内外へ周知を行っ
た。

＜生涯学習課＞
大規模イベントについて
は、広報おんが、町ホー
ムページ、イベント情報誌
等に掲載し、周知を図る
とともに、公共施設や各
地区公民館及び町内の
事業所等にもポスターを
掲示した。
また、ケーブルテレビへ
の出演により、広く町内
外へ周知を行った。

＜生涯学習課＞
広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載し周知し
た。また、公共施設や各
地区公民館及び町内の
事業所等にもポスターを
掲示し周知を行った。新
聞社へ投げ込みによる情
報提供やテレビ出演で広
く町内外への周知も図っ
た。

＜生涯学習課＞
広報おんが、広報イベン
トカレンダー、町ホーム
ページに掲載し周知し
た。また、公共施設や各
地区公民館及び町内の
事業所等にもポスターを
掲示し周知を行った。新
聞社へ投げ込みによる情
報提供やテレビ・ラジオ
出演で広く町内外への周
知も図った。

・おんがこどもまつり
　約5,500人
・三輪車4時間耐久レー
ス
　申込数:14チーム・178
人
・観月コンサート（3年ぶり
に現地で実施）
　約200人
・おんがレガッタ
　69クルー（492人）
・スポレクおんが
　372人（参加者）

各イベントとも町内外から
多数の参加者を得た。
・おんがこどもまつり
　約5,000人
・三輪車4時間耐久レース
　191人（参加選手のみ）
・観月コンサート
　約300人
・おんがレガッタ
　61クルー（458人）
・スポレクおんが
　385人（参加者数）

各イベントとも町内外から
多数の参加者を得た。
・おんがこどもまつり
　約5,000人
・三輪車4時間耐久レース
　187人（参加選手のみ）
・観月コンサート
　約300人
・おんがレガッタ
　56クルー（420人）
・スポレクおんが
　333人（参加者数）

各イベントとも町内外から
多数の参加があり、町の
PRにも繋がった。
・おんがこどもまつり
　約5,000人
・三輪車4時間耐久レース
　202人（参加選手のみ）
・観月コンサート（雨天に
より会場を中央公民館へ
変更）
　約130人
・おんがレガッタ
　64クルー（473人）
・スポレクおんが
　401人（参加者）

・おんがこどもまつり
　約5,000人
・三輪車4時間耐久レー
ス
　申込数:14チーム・176
人
 <台風接近により中止>
・観月コンサート（雨天に
より会場を中央公民館へ
変更）
　約150人
・おんがレガッタ
　67クルー（492人）
・スポレクおんが
　453人（参加者）
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取組内容 ①

取組内容 ②

取組内容 ③

数値実績
または効果

数値実績
または効果

＜行政経営課＞
移住定住ガイドブックを
町外に配布し、遠賀町の
情報発信を行った。

実施

－

28年2月計画策定 29年3月策定

－ － －

新規交付戸数：86戸
第2期遠賀町定住促進計
画策定

＜都市計画課＞
遠賀町定住促進計画に
基づき、遠賀町定住促進
奨励金交付要綱などの
制度設計を図った。

＜都市計画課＞
遠賀町定住促進奨励金
交付要綱について、広
報、ホームページで周知
を行った。また、不動産
業者の研修会に招かれ、
定住促進制度について
説明を行い、周知に努め
た。

＜都市計画課＞
遠賀町に定住する目的で
住宅を新築・購入した人
を対象に遠賀町定住促
進奨励金の交付を行っ
た。

＜都市計画課＞
遠賀町に定住する目的で
住宅を新築・購入した人
を対象に遠賀町定住促
進奨励金の交付を行っ
た。

＜都市計画課＞
全庁的な定住促進施策と
して、令和6年度を目標年
次とする第2期遠賀町定
住促進計画を策定した。
遠賀町に定住する目的で
住宅を新築・購入した人
を対象に遠賀町定住促
進奨励金の交付を行っ
た。また、既存住宅ストッ
クの流通と定住促進のた
め、令和2年度から開始
する中古住宅流通定住
奨励金交付要綱の制度
設計を行った。

補助金交付要綱の策定

－

新規交付戸数：56戸 新規交付戸数：84戸

＜行政経営課＞
全庁的な施策の洗い出し
や関係課と協議を行い、
住宅支援、子育て支援、
医療・介護福祉支援、地
域活動・生活サービス支
援、雇用支援の５つの施
策を推進する、今後の定
住促進の指針となる計画
を策定した。

＜行政経営課＞
地方創生推進交付金を
活用し、移住定住に関す
る移住定住AIDMAプラン
を策定した。また、子育て
を応援するための移住定
住ガイドブックを作成し
た。

－

取組内容
27年度に「遠賀町定住促進計画」を策定し、定住に関するニーズ調査や現状分析を行い、定住に向けた取
り組みを検討する。また、若い世代の遠賀町への移住・定住を促進するため、若い世代が「住んでみたい」
と思う施策や取り組みを計画的に実施する。

期待する効果等 若い世代の人口増加

27年度 28年度 29年度 30年度年度

計画内容 実施 実施 実施

元年度

推進項目15 若い世代の移住定住促進

具体的取組 若い世代の定住促進 担当課
行政経営課
都市計画課

＜税務課＞
住宅を解体した後も、そ
の敷地となっていた土地
の固定資産税の一部を
減免することで、宅地とし
ての活用を促し、定住促
進につなげるため、制度
の見直しを行った。

令和３年度課税分から適
用数値実績

または効果
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元年度

実施

〈行政経営課〉
①遠賀地区都市再生整
備計画事後評価の策定
にあたり、パブリックコメ
ントを実施。

〈健康こども課〉
①第二期遠賀町子ども・
子育て支援事業計画の
策定にあたり、パブリック
コメントを実施。
〈福祉課〉
②第３次遠賀町男女共同
参画社会推進計画の策
定にあたり、パブリックコ
メントを実施。
〈都市計画〉
③第２期遠賀町定住促進
計画、④第２期遠賀町空
き家等対策計画、⑤第２
期遠賀町耐震改修促進
計画の策定にあたり、パ
ブリックコメントを実施。
〈行政経営課〉
⑥芦屋飛行場周辺まち
づくり実施計画、⑦第２期
遠賀町総合戦略、⑧第４
期遠賀町自立推進計画
の策定にあたり、パブリッ
クコメントを実施。

－

①意見：4件
②意見：0件
③意見：0件
④意見：0件
⑤意見：4件
⑥意見：0件

①意見：4件
②意見：2件
③意見：4件
④意見：0件
⑤意見：1件
⑥意見：2件

①意見：0件

〈行政経営課〉
①芦屋飛行場周辺まち
づくり基本計画の策定に
あたり、パブリックコメント
を実施。
②遠賀町立地適正化計
画の策定にあたり、パブ
リックコメントを実施。
〈総務課〉
③遠賀町地域防災計画
の見直しにあたり、パブ
リックコメントを実施。
〈都市計画課〉
④遠賀町地域公共交通
網形成計画の策定にあ
たり、パブリックコメントを
実施。
〈福祉課〉
⑤遠賀町障がい者計画、
障がい福祉計画・障がい
児福祉計画(H30～H35、
H30～H32)の策定にあた
り、パブリックコメントを実
施。
⑥遠賀町高齢者保健福
祉計画(H30～H32)の策
定にあたり、パブリックコ
メントを実施。

検討 検討 実施

年度

計画内容

数値実績
または効果

取組内容

〈行政経営課〉
①第５次遠賀町総合計画
後期基本計画の策定に
あたり、パブリックコメント
を実施。
②芦屋飛行場周辺まち
づくり構想の策定にあた
り、パブリックコメントを実
施。
〈まちづくり課〉
③遠賀町産業振興計画
及び遠賀町商店街振興
計画の策定にあたり、パ
ブリックコメントを実施。
〈住民課〉
④遠賀町環境基本計画
の見直しにあたり、パブ
リックコメントを実施。
〈健康こども課〉
⑤遠賀町健康増進計画
の策定にあたり、パブリッ
クコメントを実施。
〈福祉課〉
⑥遠賀町地域福祉計画
(H29～H33)の策定にあ
たり、パブリックコメントを
実施。

推進項目16 住民が参加しやすいパブリックコメント制度の構築

具体的取組 パブリックコメント制度の推進 担当課 行政経営課

取組内容
各種計画策定において、素案の段階から広く住民の声を聴き、協働のまちづくりを推進するため、パブリッ
クコメントを実施しているが、意見提出件数が少ない状況であることから、周知方法を検討する。また、制度
をより推進するため、ガイドラインの検討等を行う。

期待する効果等 計画への住民参画、透明性のある行政運営

27年度 28年度 29年度 30年度

実施

①意見：0件
②意見：0件
③意見：0件
④意見：0件
⑤意見：0件
⑥意見：7件
⑦意見：2件
⑧意見：0件

具体的取組なし
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推進項目16 住民が参加しやすいパブリックコメント制度の構築

16-2

取組内容 ①

取組内容 ②

元年度

実施

－

＜まちづくり課＞
①全区長に自治会加入
率の調査及び自治会、防
災、女性役員の登用等の
アンケートを実施
②産業推進委員会につ
いて、9名中2名の女性委
員が参画、女性ならでは
の意見により、生活環境
関係の産業について充
実したものとなった。

＜まちづくり課＞
全区長に自治会加入率
等の調査を実施

＜まちづくり課＞
全区長に自治会加入率
等の調査を実施

＜まちづくり課＞
全区長に自治会加入率
等の調査を実施

①会議開催数：1回
②会議開催数：1回
③会議開催数：3回

①会議開催数：3回
②会議開催数：3回
③会議開催数：1回

＜行政経営課＞
①行政改革推進委員会
・8名中4名の女性委員が
参画
②いきいきおんが推進委
員会
・10名中4名の女性委員
が参画
③芦屋飛行場周辺まち
づくり構想検討委員会
・10名中3名の女性委員
が参画

＜行政経営課＞
①行政改革推進委員会
・8名中4名の女性委員が
参画
②いきいきおんが推進委
員会
・9名中4名の女性委員が
参画
③芦屋飛行場周辺まち
づくり構想検討委員会
・10名中3名の女性委員
が参画

・会議開催数：5回
・27年10月計画策定

①会議開催数：4回
②会議開催数：1回
③会議開催数：1回
④会議開催数：4回

①会議開催数：1回
②会議開催数：1回
③会議開催数：3回

検討 実施 実施検討

区長23名中、女性区長
(区長会役員)2名

区長23名中、女性区長3
名（うち区長会役員1名)

＜行政経営課＞
いきいきおんが推進委員
会については、性別だけ
ではなく、年齢構成は大
学生から高齢者までの幅
広い層とし、委員の所属
母体やジャンルも多岐に
わたる構成とし、多角的
な見地から意見を徴取し
た。

＜行政経営課＞
①総合計画審議会
・10名中2名の女性委員
が参画
②行政改革推進委員会
・8名中4名の女性委員が
参画
③いきいきおんが推進委
員会
・10名中3名の女性委員
が参画
④芦屋飛行場周辺まち
づくり構想検討委員会
・10名中3名の女性委員
が参画

＜行政経営課＞
①行政改革推進委員会
・8名中4名の女性委員が
参画
②いきいきおんが推進委
員会
・10名中4名の女性委員
が参画
③芦屋飛行場周辺まち
づくり構想検討委員会
・10名中3名の女性委員
が参画

27年度 28年度 29年度 30年度年度

計画内容

数値実績
または効果

期待する効果等

数値実績
または効果

－

①区長23名中、女性区長
(区長会役員)1名
②会議開催数：3回・28年
3月策定

区長23名中、女性区長
(区長会役員)2名

住民の町政参画機会の拡充

具体的取組 各種審議会等委員の充実 担当課 全課

取組内容
各種審議会、委員会等は住民の参画を得て広く住民の意見が反映される体制づくりが重要であるため、女
性委員の割合や年齢構成等のバランスのとれた審議会等の構成とするため、いくつもの委員を重複しない
などの基準や公募等の検討を行い、多くの住民が行政に参画できる機会をつくる。
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推進項目16 住民が参加しやすいパブリックコメント制度の構築
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取組内容 ③

取組内容 ④

30年度

委員構成：学識経験者
　　　男性2人、女性1人

＜建設課＞
任期中のため、引き続き
女性委員１人に委嘱し
た。

＜建設課＞
任期満了に伴い、引き続
き女性委員１人に委嘱し
た。

各種審議会等委員の充実　～つづき～

①審議会等における女性
委員の登用率が33.9%
②委員構成：
・男女共同参画審議会委
員　男性3人、女性5人
③女性人材バンク登録
者：17人中10人が委員と
して活躍。

①審議会等における女性
委員の登用率が35.9%
②委員構成：
・男女共同参画審議会委
員　男性3人、女性5人
③女性人材バンク登録
者：17人中7人が委員とし
て活躍。

＜福祉課＞
①3月に女性登用の協力
依頼を全課に実施
②性別等バランスのよい
委員構成に努め、広く住
民の意見が反映される機
会をつくった。
・あんしん地域づくり協議
会２回開催
・高齢者福祉施設等整備
事業者選定審査会１回開
催
・民生委員推薦会１回開
催

＜福祉課＞
①3月に女性登用の協力
依頼を全課に実施
②性別等バランスのよい
委員構成に努め、広く住
民の意見が反映される機
会をつくった。
・男女共同参画審議会１
回開催

＜福祉課＞
①委員改選期にあわせ、
積極的な女性登用の協
力依頼を全課に実施。そ
の際、選任方法の見直
し、女性人材バンク登録
制度の活用をあわせて依
頼した。
②性別、年齢等バランス
のよい委員構成に努め、
広く住民の意見が反映さ
れる機会をつくった。
・男女共同参画審議会1
回開催
③女性人材バンクへの登
録募集を広報おんがに掲
載した。また、新たに親し
みやすいチラシをホーム
ページにアップした。

29年度 元年度27年度 28年度

担当課 全課

＜福祉課＞
①委員改選期にあわせ、
積極的な女性登用の協
力依頼を全課に実施。そ
の際、選任方法の見直
し、女性人材バンク登録
制度の活用をあわせて依
頼した。
②性別、年齢等バランス
のよい委員構成に努め、
広く住民の意見が反映さ
れる機会をつくった。
・男女共同参画審議会1
回開催
③女性人材バンクへの登
録募集を広報おんがに掲
載した。また、女性交流
セミナーの席上で制度の
主旨説明及び登録の呼
びかけを行った。

＜建設課＞
任期満了に伴い、引き続
き女性委員１人に委嘱し
た。

＜建設課＞
任期満了に伴い、引き続
き女性委員１人に委嘱し
た。

委員構成：学識経験者
　　　男性2人、女性1人

委員構成：学識経験者
　　　男性2人、女性1人

委員構成：学識経験者
　　　男性2人、女性1人

数値実績
または効果

年度

数値実績
または効果

具体的取組

①審議会等における女性
委員の登用率：26.1%
②委員構成：
・男女共同参画審議会委
員　男性3人、女性5人

①審議会等における女性
委員の登用率：24.7%
②委員構成：
・男女共同参画審議会委
員　男性3人、女性5人
③女性人材バンク登録
者：13人中9人が委員とし
て活躍。

委員構成：学識経験者
　　　男性2人、女性1人

＜建設課＞
27年度町営住宅入居者
選考委員会委員の任期
満了に伴い、引き続き女
性委員１人に委嘱した。

＜福祉課＞
①委員改選期にあわせ、
積極的な女性登用の協
力依頼を全課に実施。そ
の際、選任方法の見直
し、女性人材バンク登録
制度の活用をあわせて依
頼した。
②性別、年齢等バランス
のよい委員構成に努め、
広く住民の意見が反映さ
れる機会をつくった。
・男女共同参画審議会4
回開催
③女性人材バンクへの登
録募集を広報おんがに掲
載した。また、女性交流
セミナーの席上で制度の
主旨説明及び登録の呼
びかけを行った。

①審議会等における女性
委員の登用率：25.7%
②委員構成：
・あんしん地域づくり
　協議会委員
　男性6人、女性5人
・高齢者福祉施設等整
　備事業者選定審査会
　男性3人、女性2人
・民生委員推薦会
　男性5人、女性2人
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推進項目16 住民が参加しやすいパブリックコメント制度の構築

16-2

取組内容 ⑤

各種審議会等委員の充実　～つづき～ 担当課 全課

数値実績
または効果

具体的取組

委員構成：
・青少年補導員
　男性2人、女性3人

委員構成：
・社会教育委員
　男性4人、女性2人
・文化財保護委員
　男性3人、女性1人
・青少年問題協議会
　男性10人、女性1人
・青少年補導員
　男性2人、女性3人

委員構成：
・社会教育委員
　男性4人、女性2人
・公民館運営審議会委員
　男性4人、女性2人
・文化財保護委員
　男性3人、女性1人
・青少年問題協議会
　男性10人、女性1人
・青少年補導員
　男性2人、女性3人
・生涯学習推進協議会
　男性3人、女性5人
・スポーツ推進委員
　男性8人、女性4人

委員構成
・社会教育委員
　男性３人、女性３人
・公民館運営審議会委員
　男性３人、女性３人
・文化財保護委員
　男性２人、女性３人
・青少年問題協議会委員
　男性９人、女性２人
・青少年補導員
　男性２人、女性３人
・生涯学習推進協議会
　男性２人、女性６人
・スポーツ推進委員
　男性８人、女性４人

委員構成
・社会教育委員
　男性３人、女性３人
・公民館運営審議会委員
　男性３人、女性３人
・文化財保護委員
　男性２人、女性３人
・青少年問題協議会委員
　男性７人、女性４人
・青少年補導員
　男性２人、女性３人
・生涯学習推進協議会
　男性１人、女性７人
・スポーツ推進委員
　男性７人、女性５人

＜生涯学習課＞
各種委員会等の構成に
ついては、学識経験者の
登用や各種団体からの
推薦の際に、女性の割合
や年齢構成等のバランス
がとれるように努めた。

＜生涯学習課＞
各種委員会等の構成に
ついては、学識経験者の
登用や各種団体からの
推薦の際に、女性の割合
や年齢構成等のバランス
がとれるように努めた。

＜生涯学習課＞
各種委員会等の構成に
ついては、学識経験者の
登用や各種団体からの
推薦の際に、女性の割合
や年齢構成等のバランス
がとれるように努めた。

＜生涯学習課＞
各種委員会等の構成に
ついては、学識経験者の
登用や各種団体からの
推薦の際に、女性の割合
や年齢構成等のバランス
が取れるように努めた。

＜生涯学習課＞
各種委員会等の構成に
ついては、学識経験者の
登用や各種団体からの
推薦の際に、女性の割合
や年齢構成等のバランス
が取れるように努めた。
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17-1

取組内容 ①

取組内容 ②

元年度

実施実施

年度

計画内容

数値実績
または効果

数値実績
または効果

推進項目17 地域コミュニティを核とした安心安全なまちづくり

具体的取組 地域活動に対する支援 担当課
まちづくり課
生涯学習課

取組内容

地域の課題が多様化する中で、地域内での連携・協力によって解決をめざす組織育成、コミュニティ活動
の活性化の促進等のため、地域活動に対し、活動備品等の物的支援や活動補助等の財政支援を行うとと
もに、行政職員による人的支援を行う。また、自治会加入者の減少などに対する加入促進対策等について
も連携して取り組む。

①～⑧の取り組みによ
り、町、区長、地域住民と
の連携が深まり、町が目
指す協働のまちづくりの
発展に繋がった。
・自治会加入率：82.2％
（27.5.31時点）

①～⑦の取り組みによ
り、町、区長、地域住民と
の連携が深まり、町が目
指す協働のまちづくりの
発展に繋がった。
・自治会加入率：83.8％
（29.2.28時点）

①～⑦の取り組みによ
り、町、区長、地域住民と
の連携が深まり、町が目
指す協働のまちづくりの
発展に繋がった。
・自治会加入率：84.7％
（30.2.28時点）

①～⑥の取り組みによ
り、町、区長、地域住民と
の連携が深まり、町が目
指す協働のまちづくりの
発展に繋がった。
・自治会加入率：84.8％
（31.2.28時点）

①～⑥の取り組みによ
り、町、区長、地域住民と
の連携が深まり、町が目
指す協働のまちづくりの
発展に繋がった。
・自治会加入率：87.1％
（2.2.28時点）

期待する効果等 協働のまちづくり、地域力の強化

27年度 28年度 29年度 30年度

実施

＜まちづくり課＞
①区長会役員会を奇数
月に(年6回)開催
②全区長に自治会加入
率の調査及び自治会、防
災、女性役員の登用等の
アンケートを実施
③各校区勉強会(年2回)
開催
④「地域コミュニティ」を
テーマに講演会を実施
⑤地域安全マップづくり
準備講座（ワークショップ
形式）を実施
⑥自治会加入促進と悪
徳商法に関する内容を盛
り込んだクリアファイルを
転入者や自治会未加入
者などに配布
⑦新任区長研修会を実
施（自治会運営ヒント集を
活用）

＜まちづくり課＞
①自治区長会役員会を
奇数月に6回、臨時役員
会を2回開催
②全区長に自治会加入
率等の調査を実施
③各校区勉強会を2回開
催
④自治会への加入促進
チラシを転入者や転居者
へ配布
⑤新任区長研修会を実
施（自治会運営ヒント集を
活用）
⑥広報おんがに自治会
への加入促進記事を掲
載
⑦広報おんがに全行政
区の自治会紹介記事を
順番に掲載

＜まちづくり課＞
①自治区長会役員会を
奇数月に5回、臨時役員
会を5回開催
②全区長に自治会加入
率等の調査を実施
③各校区勉強会を3回開
催
④自治会への加入促進
チラシを転入者や転居者
へ配布
⑤新任区長研修会を実
施（自治会運営ヒント集を
活用）
⑥広報おんがに自治会
への加入促進記事を掲
載

＜まちづくり課＞
①自治区長会役員会を
奇数月に6回、臨時役員
会を3回開催
②全区長に自治会加入
率等の調査を実施
③各校区勉強会を1回開
催
④自治会への加入促進
チラシを転入者や転居者
へ配布
⑤新任区長研修会を実
施（自治会運営ヒント集を
活用）
⑥広報おんがに自治会
への加入促進記事を掲
載

実施 実施

＜まちづくり課＞
①「協働のまちづくり」職
員向け研修の実施
②区長会役員会を奇数
月に(年6回)開催
③広報おんがに自治会
に関する特集記事を掲載
④全区長に自治会・地域
コミュニティに関すること、
自治会加入率の調査を
実施
⑤各校区勉強会(年1回)
開催
⑥区長会と議会との意見
交換会(テーマ：防災の共
助・公助、地域コミュニ
ティの課題)を実施
⑦自治会加入促進と悪
徳商法に関する内容を盛
り込んだクリアファイルを
作成、転入者や自治会未
加入者などに配布
⑧自治会運営ヒント集(運
営に関すること、自治会・
公民館に対する町の支
援制度や女性役員の登
用に関するコラムなどを
掲載)を作成し、全区長に
配布

＜生涯学習課＞
町所有のコミュニティ備
品の貸し出しを行い、地
域イベント等での活用を
図った。

①
・各地区備品整備：テント
16張、机88台、イス313脚
・地域団体和太鼓整備：
太鼓等：6台、太鼓台10台
②貸出件数：延べ116件

①
・各地区備品整備：テント
7張、机25台、イス113脚
・地域団体和太鼓整備：
太鼓等7台、太鼓台3台
②貸出件数：延べ104件

①
・各地区備品整備：テント
10張、机33台、イス63
脚、ブルーシート15枚
・地域団体和太鼓整備：
太鼓等17台、太鼓台14
台、篠笛1台他
②貸出件数：延べ121件

貸出件数：延べ141件 貸出件数：延べ143件

＜生涯学習課＞
①一般コミュニティ助成
金・地方創生交付金活用
・各地区のコミュニティ備
品（テント・机・イス）整備
・地域団体の和太鼓整備
②町所有コミュニティ備
品の貸出を行い、地域イ
ベント等で活用した。

＜生涯学習課＞
①一般コミュニティ助成
金・地方創生交付金活用
・各地区のコミュニティ備
品（テント・机・イス）整備
・地域団体の和太鼓整備
②町所有コミュニティ備
品の貸出を行い、地域イ
ベント等で活用した。

＜生涯学習課＞
①一般コミュニティ助成
金・地方創生交付金活用
・各地区のコミュニティ備
品（テント・机・イス）整備
・地域団体の和太鼓整備
②町所有コミュニティ備
品の貸出を行い、地域イ
ベント等で活用した。

＜生涯学習課＞
町所有のコミュニティ備
品の貸し出しを行い、地
域イベント等での活用を
図った。
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推進項目17 地域コミュニティを核とした安心安全なまちづくり

17-2

取組内容 ①

取組内容 ②

元年度年度

計画内容

数値実績
または効果

数値実績
または効果

取組内容

期待する効果等

具体的取組 空き家等対策の推進 担当課
行政経営課
都市計画課

全国的に地域課題となっている空き家への取り組みとして、27年度に「遠賀町空き家等対策計画」を策定
し、遠賀町における空き家等の現状調査及び空き家の有効活用策等を検討するとともに、計画に基づく取
り組みを計画的に実施し、住民の安全安心な暮らしを守る。

＜都市計画課＞
第2期空き家等対策計画
策定
空き家バンク制度を継続
し、物件の登録を行うとと
もに、外部からの問い合
わせて対して物件の紹介
を行った。
本年度から農地付きの空
き家もバンクの登録対象
とした。

＜行政経営課＞
遠賀町の空き家の実態
調査、課題分析等をもと
に、遠賀町空き家等対策
協議会において、「空き
家化の予防」「地域住民
の安心・安全の確保」「住
宅ストックの利活用」を視
点にした、今後の空き家
対策の指針となる計画を
策定した。

－ － － －

28年2月計画策定

－ － － －

安全安心なまちづくり、空き家の減少

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施 実施 実施

＜都市計画課＞
空家等対策の推進に関
する特別措置法に基づ
き、空き家の適正管理に
ついて、行政指導等を
行った。

＜都市計画課＞
①遠賀町老朽危険家屋
等解体補助金交付要綱
に基づき、老朽した空き
家を解体する者に助成を
行った。
②空き家バンク制度の設
立に向け、町内不動産業
者との間で協議を重ね、
協定を締結した。

＜都市計画課＞
空き家バンク制度を設立
し、物件の登録を行った。

＜都市計画課＞
空き家バンク制度を継続
し、物件の登録を行うとと
もに、外部からの問い合
わせて対して物件の紹介
を行った。

登録物件：3件
(昨年度末2件
本年度新規登録2件
成約件数：１件)

第2期空き家等対策計画
策定
登録物件：4件
(昨年度末3件
本年度新規登録1件
成約件数：0件)

・補助金交付要綱の策定 ①老朽危険家屋解体:
　2件
②6業者と協定締結

登録物件：２件
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推進項目17 地域コミュニティを核とした安心安全なまちづくり

17-3

取組内容 ①

元年度

実施

具体的取組 協働のまちづくりの推進 担当課 全課

①
・安心安全なまちづくり整
備事業（防災倉庫）件数：
2団体
　※補助金1,978千円
・提案公募型事業初年度
応募件数：1団体
　171千円
・報告会・交流会参加者
数：23人
（事業実施団体関係者だ
けでなく、ボランティア人
材バンク登録者等にも広
く参加を呼びかけた。）
②開催数：25講座
③青パト登録団体：6団体
、パトロール全団体実施
延べ回数：60回
④青パト実施者講習受講
職員：119人

①
・安心安全なまちづくり整
備事業（区有防犯灯LED
化）件数：23団体
　※補助金7,492千円
・提案公募型事業初年度
応募件数：1団体
　350千円
②開催数：15講座
③青パト登録団体：6団体
、パトロール全団体実施
延べ回数：14回
④青パト実施者講習受講
職員：113人

期待する効果等

＜まちづくり課＞
①がんばる地域まちづく
り事業
・報告会の中で「繋がる
わくわく交流会～自己笑
快（紹介）で密に繋がろ
う！～」を行い、交流を深
めた。
②出前講座
・新メニュー8講座を追加
③青パト公用車の貸出を
開始
④職員による青パト防犯
パトロールの随時実施
（業務中、町内で青パトを
使用する場合は、回転灯
を廻してパトロールを行
う。）

＜まちづくり課＞
①がんばる地域まちづく
り事業
・事業報告会を行い、そ
の後の交流会の中で
『“すてきな出会い”は“感
動”の序曲』をテーマに、
各団体の交流を深めた。
②出前講座
・新メニュー2講座を追加
③青パト公用車の貸出を
継続
④職員による青パト防犯
パトロールの随時実施
（業務中、町内で青パトを
使用する場合は、回転灯
を廻してパトロールを行
う。）

＜まちづくり課＞
①がんばる地域まちづく
り事業
・事業報告会を行い、そ
の後の交流会の中で『遠
賀あって、三人寄れば文
殊の知恵～プロジェクト
にさらに磨きをかけよう
～』をテーマにグループ
ワークを行い、各団体の
交流を深めた。
②出前講座
・各課でメニューの見直し
を実施。新メニュー2講座
を追加。
③青パト公用車の貸出を
継続。
④職員による青パト防犯
パトロールの随時実施
（業務中、町内で青パトを
使用する場合は、回転灯
を廻してパトロールを行
う。）

住民参加のまちづくり、町政への参加

＜まちづくり課＞
①がんばる地域まちづく
り事業
・新たな事業の追加、要
件緩和など内容の見直し
を行い、活用促進に努め
た。
・報告会の中で協働を
テーマに講演会を行い、
その後「きょうどうする交
流会」を開催
②出前講座
・住民からの要望により
マイナンバー制度の講座
を追加
③青パト公用車の貸出
・28年度から青パト公用
車の貸出を開始するた
め、貸出規程や運用方法
についての検討を行っ
た。

①
・安心安全なまちづくり整
備事業（防災倉庫）件数：
1団体
　※補助金632千円
・提案公募型事業初年度
応募件数：1団体
　※28年度事業、
　　99千円(未精算)
・報告会・交流会参加者
数：40人
（団体関係者だけでなく、
ボランティア人材バンク
登録者・ちょこっと地活受
講者等のボランティアに
興味関心のある人にも広
く参加を呼びかけ、新た
に何かをはじめるきっか
けづくりの場を提供し
た。）
②開催数：43講座
（マイナンバー制度の講
座については、12団体か
ら申請があり、人気が1番
高い講座となった。）

27年度 28年度 29年度 30年度

実施 実施

年度

計画内容

数値実績
または効果

取組内容

防犯パトロール、クリーン作戦等をはじめとする住民と行政が一体となって取り組む事業の充実、住民によ
る主体的取り組みに対する支援としてがんばる地域まちづくり事業の活用促進を図るとともに、出前講座
については、住民ニーズの把握と内容の充実に努めるなど、住民の町政への参加を促進し、協働のまちづ
くりをすすめる。

＜まちづくり課＞
①がんばる地域まちづく
り事業
・新規事業を含めた各種
イベントの支援を行った。
②出前講座
・各課でメニューの見直し
を実施。新メニュー2講座
を追加。
③青パト公用車の貸出を
継続。
④職員による青パト防犯
パトロールの随時実施
（業務中、町内で青パトを
使用する場合は、回転灯
を廻してパトロールを行
う。）

実施 実施

①
・安心安全なまちづくり整
備事業（防災倉庫）件数：
5団体
　※補助金4,859千円
・提案公募型事業初年度
応募件数：2団体
　162千円
・報告会・交流会参加者
数：40人
（昨年同様、団体関係者
だけでなく、ボランティア
人材バンク登録者等にも
広く参加を呼びかけ、交
流を行った。）
(報告会アンケート回収17
件)
②開催数：30講座
③青パト登録団体：5団体
、パトロール全団体実施
延べ回数：76回
④青パト実施者講習受講
職員：93人

①
・安心安全なまちづくり整
備事業（防災倉庫）件数：
3団体
　※補助金3,794千円
・提案公募型事業初年度
応募件数：1団体
　350千円
・報告会・交流会参加者
数：22人
（事業実施団体関係者だ
けでなく、ボランティア人
材バンク登録者等にも広
く参加を呼びかけた。）
②開催数：27講座
③青パト登録団体：6団体
、パトロール全団体実施
延べ回数：69回
④青パト実施者講習受講
職員：108人
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推進項目17 地域コミュニティを核とした安心安全なまちづくり

17-3

取組内容 ②

取組内容 ③

取組内容 ④

数値実績
または効果

年度

数値実績
または効果

＜住民課＞
②環境協働推進組織で
住民との協働による環境
基本計画の推進を図って
いる。

①開催数：12回
　 参加者：516人
②開催数：5回
　（総会及び各部会）

①開催数：2回
　 参加者：66人
②環境審議会開催数：3回

①開催数：1回
　 参加者：10人
②環境審議会開催数：2
回
   環境協働推進組織：3
回

＜総務課＞
防災に関する出前講座
の実施

＜総務課＞
地域防災力の向上を図
るため、防災に関する出
前講座や防災マップを活
用した図上訓練等を実施
した。

＜総務課＞
地域防災力の向上を図
るため、防災に関する出
前講座を実施した。また、
防災意識の高揚を図るた
め、防災ハザードマップを
見直し全戸配布を行っ
た。

＜総務課＞
地域防災力の向上を図
るため、防災に関する出
前講座を実施した。また、
自主防災組織、女性防火
防災クラブ及び消防団が
合同の図上訓練及び町
内一斉避難訓練を実施し
た。

＜総務課＞
地域防災力の向上を図
るため、土砂災害警戒地
域の住民を対象にした図
上訓練及び自衛隊や災
害協定を締結した所と共
同で受援訓練を実施。町
内一斉避難訓練の前段
の防災意識啓発のため
防災シンポジウムを実施
した。また、防災に関する
出前講座を実施した。

・防災意識の向上
・開催数：防災について4
回、図上訓練4回

・防災意識の向上
・開催数：防災について4
回、図上訓練１回

・防災意識の向上
・開催数：防災について4
回、図上訓練１回

・防災意識の向上
・開催数：出前講座１回、
図上訓練１回

・防災意識の向上
・開催数：出前講座１回、
図上訓練２回、シンポジ
ウム１回

数値実績
または効果

28年度 29年度 30年度 元年度27年度

具体的取組 協働のまちづくりの推進　～つづき～

＜住民課＞
①社会保障・税番号制度
に関する出前講座メ
ニューに制度の概要や
カードの申請方法につい
て周知を行った。
②環境協働推進組織で
住民との協働による環境
基本計画の推進を図って
いる。28年度の中間見直
しにおいて、現状を把握
し、更に検討をしていく。

＜住民課＞
①出前講座でマイナン
バー制度の概要やカード
の申請方法について周
知を行った。
②環境基本計画につい
て、各施策の現状の把握
と評価をおこない、環境
審議会において今後の
施策の見直しを行った。

＜住民課＞
①出前講座でマイナン
バー制度の概要やカード
の申請方法について周
知を行った。
②部会をなくし環境協働
推進組織の再編を行っ
た。

＜住民課＞
②環境協働推進組織で
住民との協働による環境
基本計画の推進を図って
いる。

担当課 全課

①開催数：2回
②開催数：6自治区
③参加団体：39団体

②環境審議会開催数：2
回
   環境協働推進組織：2
回

＜福祉課＞
①あんしん地域づくり協
議会を開催し、地域包括
支援ネットワークの構築
を進め、地域が抱える課
題分析及び共有化を図っ
た。
②地域の男女共同参画
を進めるため、各自治区
に出前講座を行った。
③遠賀町健康・福祉まつ
りは、障害者団体、高齢
者施設、ボランティア団
体等により成り立ってい
る。

＜福祉課＞
①あんしん地域づくり協
議会の第2層に位置する
高齢者調整会議を開催
し、地域包括支援ネット
ワークの構築を進め、地
域が抱える課題分析及
び共有化を図った。
②地域の男女共同参画
を進めるため、各自治区
に出前講座を行った。
③遠賀町健康・福祉まつ
りは、障害者団体、高齢
者施設、ボランティア団
体等により成り立ってい
る。

＜福祉課＞
①あんしん地域づくり協
議会を開催し、地域包括
支援ネットワークの構築
を進め、地域が抱える課
題分析及び共有化を図っ
た。
②地域の男女共同参画
を進めるため、各自治区
に出前講座を行った。
③遠賀町健康・福祉まつ
りは、障害者団体、高齢
者施設、ボランティア団
体等により成り立ってい
る。

＜福祉課＞
①あんしん地域づくり協
議会の第2層に位置する
高齢者調整会議を開催
し、地域包括支援ネット
ワークの構築を進め、地
域が抱える課題分析及
び共有化を図った。
②地域の男女共同参画
を進めるため、本年度は
8自治区に出前講座を
行った。

＜福祉課＞
①町全域のあんしん地域
づくり協議会、小学校区
域の高齢者調整会議を
開催し、地域包括支援
ネットワークの構築を進
め、地域が抱える課題分
析及び共有化を図った。
②遠賀町健康・福祉まつ
りは、障害者団体、高齢
者施設、ボランティア団
体等により成り立ってい
る。

①開催数：2回
②開催数：4自治区
③参加団体：37団体

①開催数：3回
②開催数：5自治区
③参加団体：37団体

①開催数：6回
②開催数：8自治区
③参加団体：41団体

①開催数：5回
②参加団体：43団体

②環境審議会開催数：2
回
   環境協働推進組織：2
回
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推進項目17 地域コミュニティを核とした安心安全なまちづくり

17-3

取組内容 ⑤

数値実績
または効果

年度

①開催数：8回
   参加者：延べ675人
②開催数：1回
   参加者：20人

①開催数：8回
   参加者：延べ660人
②開催数：2回
   参加者：延べ63人

①開催数：4回（4回雨天
中止）
   参加者：延べ335人
②開催数：1回（1回雨天
中止）
   参加者：22人
③関係者数：12人
　遠賀町青少年補導員、
折尾警察署少年補導員
連絡会 遠賀支部

①開催数　７回（１回雨天
中止）
　参加者：延610人
②開催数　２回
　参加者：延26人
③関係者数：12人
　（遠賀町青少年補導
員、折尾警察署少年補導
員連絡会遠賀支部）

①開催数:4回（4回雨天
中止）
　参加者：延230人
②関係者数：11人
　（遠賀町青少年補導
員、折尾警察署少年補導
員連絡会遠賀支部）

具体的取組

＜生涯学習課＞
①非行や犯罪を未然に
防止するため、補導員・
青少年育成町民会議・ボ
ランティア等と協働して地
域安全パトロールを実
施。
②町の景観を維持するた
め、広報で募集したボラ
ンティアと協働して町並
みクリーン作戦を実施。

＜生涯学習課＞
①非行や犯罪を未然に
防止するため、補導員・
青少年育成町民会議・ボ
ランティア等と協働して地
域安全パトロールを実
施。
②町の景観を維持するた
め、広報で募集したボラ
ンティアと協働して町並
みクリーン作戦を実施。

＜生涯学習課＞
①非行や犯罪を未然に
防止するため、補導員・
青少年育成町民会議・ボ
ランティア等と協働して地
域安全パトロールを実
施。
②町の景観を維持するた
め、広報で募集したボラ
ンティアと協働して町並
みクリーン作戦を実施。
③町内で不審者が出没し
た場合、関係者へ連絡
し、町内の巡回を強化。

＜生涯学習課＞
①非行や犯罪を未然に
防止するため、補導員・
青少年育成町民会議・ボ
ランティア等と協働して地
域安全パトロールを実
施。
②町の景観を維持するた
め、広報で募集したボラ
ンティアと協働して町並
みクリーン作戦を実施。
③町内で不審者が出没し
た場合、関係者へ連絡
し、町内の巡回を強化。

＜生涯学習課＞
①非行や犯罪を未然に
防止するため、補導員・
青少年育成町民会議・ボ
ランティア等と協働して地
域安全パトロールを実
施。
②町内で不審者が出没し
た場合、関係者へ連絡
し、町内の巡回を強化。

協働のまちづくりの推進　～つづき～ 担当課 全課

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度
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